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摘要 

    本報告首先介紹日本公益通報者保護法之制定背景、立

法經緯及現況，並逐條翻譯日本公益通報者保護法之條文、

附錄及附表，次逐一就該法之立法目的、公益通報者範圍、

通報對象事實範圍、公益通報之對象及要件、保護公益通報

者之手段等，介紹實務就現行法之適用狀況及相關修法建議；

再介紹現行法未規定，惟與本法相關之如公益通報者相關民、

刑事責任減免、舉證責任緩和等各修法議題；復就目前實務

上為提高公益通報者保護法之實效性，所訂定之以民間事業

者、國家行政機關、地方自治團體等為對象之各指導方針一

一中譯及介紹，最後則介紹於去年開始推行之公益通報認證

制度內容及運作實況，並提出結論及建議。 
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壹、研究目的及方法 

    近年來，無論公部門或私部門均有發生社會矚目之重大案件，而

該等案件得以被發現、偵查，均有賴於內部人之告發、通報，此乃因

政府機關或公司有組織龐大、資訊封閉等特點，是在政府機關或公司

內所發生之違法行為甚難為外部所知悉，且偵查機關縱有所耳聞相關

違法情事，倘無內部人之配合，偵查機關就算耗費了大量偵查資源，

亦難以獲致相當之成果，且只要ㄧ有風吹草動，該違法之組織即可方

便地進行滅證等作為，因此如何鼓勵內部人勇於通報、如何對該等通

報者提供有效之保護，均為各國所重視之課題。日本於 2004年 6月

14日通過「公益通報者保護法」之立法，並訂於兩年後施行，而對

於內部告發給予一般性之法規範，我國法務部自民國 101年間起即開

始推動公益通報法之立法，並由法務部廉政署進行相關比較法之研究，

原立法規劃係先針對公部門之接弊法制進行立法，惟究否應採公私部

門合併之立法模式，引起了極大之討論，自民國 106年司法改革國是

會議決議將推動公益通報者保護法之立法後，行政院亦於 108年 5月

2日通過「揭弊者保護法」草案送立法院審議，改採公私部門合併之

立法模式，而日本之公益通報者保護法已施行十餘年，期間所累積之

經驗、實際操作所面臨之困難，應足為我國公益通報者保護法之立法

參考，當有汲取日本經驗之必要。此次研究，除就日本公益通報者保

護法之法制面進行研究分析，逐條分析優缺點及可能之修法走向，再

就該法在實際運作所有無遭遇何困難，以及就日本政府為提高公益通

報之實效性，所採取之如制訂各式指導方針、推動公益通報認證制度

等措施一一介紹，以形成我國立法時甚至將來制度實際運作上之重要

參考依據。 

貳、日本公益通報者保護法之制定背景、立法經緯及現況 

    日本自九○年代中期以降，相繼發生企業醜聞，其中不乏知名大

企業，而該等企業醜聞多係經由公益通報而被發覺，其中光 2000年

至 2003年即發生大量之知名企業醜聞，較有名之事件如下： 

https://www.ey.gov.tw/Page/9277F759E41CCD91/7e537657-2a5b-4fa4-abe4-477f588616da
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一、約於 2000年 6月，日本前運輸省接獲匿名通報，三菱汽車股份

有限公司隱匿應將汽車召回檢修之重要情報。 

二、2001年 12月，東京女子醫科大學之大學醫院，為隱匿導致接受

心臟手術之病患死亡之醫療過失而竄改病歷，該事件經由醫院內部人

員向病患雙親及大學理事長通報而發覺。 

三、2001年間日本因爆發狂牛症，雪印食品股份有限公司(下稱雪印

食品公司)為詐領政府收購國內牛肉之款項，將庫存之廉價進口牛肉

偽裝成國產牛肉，此事件於 2002年 1月，由交易對象事業之西宮冷

藏公司向警察通報而被發覺。 

    此外，尚有如環球影城之餐廳使用過期原料事件(2001年 6月)、

全農雞肉食品股份有限公司將進口雞肉虛偽標示為國產及將有使用

抗生素之雞肉標示為無藥飼育之事件(2002年 3月)、協和香料化學

股份有限公司使用食品衛生法尚未認可之原料來製造香料之事件

(2002年 3月)、ダスキン股份有限公司使用食品衛生法未認可且有

致癌風險之物質 TBHQ來生產大肉包之事件(2002年 5月)、東京電力

公司於核電廠自主檢修時發現之裂縫等，卻於修理作業為不正記載之

事件(2002年 9月)1，上開接二連三發生之企業醜聞均經由公益通報

而發覺，提高日本社會認識到公益通報之重要性及公益通報者保護之

必要性，因而於 2001年 9月內閣府國民生活局之法遵研究會中，開

始倡議應檢討內部告發者保護制度之必要性，嗣於 2002年 12月成立

公益通報者保護制度檢討委員會，該檢討委員會於 2003年 5月 19日

提出公益通報者保護制度具體內容之報告，並以此為基礎，於 2003

年 12月 10日之第 19次國民生活審議會消費者政策部會提出公益通

報者保護法草案供審議，公益通報者保護法於 2004年 6月 14日立法

通過，於 2006年 4月 1日起施行，並於附錄第二條規定應於施行後

5年，就本法施行狀況進行檢討改進，消費者委員會因而於 2010年 6

月，成立公益通報者保護專門調查會，並於 2011年 2月 18日就施行

狀況提出檢討報告，嗣透過實況調查及蒐集具有學術經驗、實務經驗、

通報經驗者及聽取民間事業等各方面之意見，消費者廳並以此為基礎，

                                                      
1日本弁護士連合会消費者問題対策委員会，「通報者のための公益通報ハンドブック」，

頁 9，民事法研究会，2005年 11月初版。 
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於 2015年 6月舉行「提高公益通報者保護制度實效性之檢討會」(下

稱提高實效性檢討會)，並於 2016年 3月發表第一次報告書後，在提

高實效性檢討會下成立行動小組(ワーキング・グループ)，針對公益

通報者保護法之公益通報者保護要件、效果等修法方向進行整理檢討，

嗣提高實效性檢討會於 2016年 12月 15日發表最終報告書，對修法

方向等提出諸多建議。於 2018年 1月，消費者委員會再次召開公益

通報者保護專門調查會，以「使本法易於適用」、「受理通報之體制整

備」、「公益通報者保護救濟之充實及抑止不利益之對待」等三大觀點

進行調查審議2，並於同年 12月提出報告書，針對公益通報之現狀及

各論點提出意見。 

叁、公益通報者保護法條文、附錄及附表之翻譯對照表 

一、條文部分： 

條號 日文條文 中文翻譯 

第一

條 

(目

的) 

この法律は、公益通報をした

ことを理由とする公益通報者

の解雇の無効等並びに公益通

報に関し事業者及び行政機関

がとるべき措置を定めること

により、公益通報者の保護を

図るとともに、国民の生命、

身体、財産その他の利益の保

護にかかわる法令の規定の遵

守を図り、もって国民生活の

安定及び社会経済の健全な発

展に資することを目的とす

る。 

本法為保護公益通報者，

並追求與保護國民之生

命、身體、財產等其他利

益有關法令規定之遵守，

而規定公益通報者遭以公

益通報為由之解雇為無效

等，及規定與公益通報有

關之事業及行政機關應採

取之措施，以達有助於國

民生活之安定及社會經濟

之健全發展之目的。 

第二

條 

この法律において「公益通報」

とは、労働者（労働基準法（昭

I 本法所稱之「公益通

報」，係指勞動者【勞動基

                                                      
2 太田哲生，「実効性のある内部通報制度の構築に向けて~公益通報者保護制度の見直

しを巡る動きを踏まえて~」，月刊監査研究第 533期，頁 4， 2018年 4月。 
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(定

義) 

和二十二年法律第四十九号）

第九条に規定する労働者をい

う。以下同じ。）が、不正の

利益を得る目的、他人に損害

を加える目的その他の不正の

目的でなく、その労務提供先

（次のいずれかに掲げる事業

者（法人その他の団体及び事

業を行う個人をいう。以下同

じ。）をいう。以下同じ。）

又は当該労務提供先の事業に

従事する場合におけるその役

員、従業員、代理人その他の

者について通報対象事実が生

じ、又はまさに生じようとし

ている旨を、当該労務提供先

若しくは当該労務提供先があ

らかじめ定めた者（以下「労

務提供先等」という。）、当

該通報対象事実について処分

（命令、取消しその他公権力

の行使に当たる行為をいう。

以下同じ。）若しくは勧告等

（勧告その他処分に当たらな

い行為をいう。以下同じ。）

をする権限を有する行政機関

又はその者に対し当該通報対

象事実を通報することがその

発生若しくはこれによる被害

の拡大を防止するために必要

であると認められる者（当該

準法(昭和 22年法律第四

十九號)第九條規定之勞

動者。下同】非基於獲得

不正利益、加損害於他人

之或其他不正目的，對勞

務提供者【即下揭各款所

載之事業(即法人或其他

團體及經營事業之個人，

下同)，下同】、該勞務提

供事業之經營階層、從業

人員、代理人等，就已發

生或即將發生之通報對象

事實內容，向該勞務提供

事業或其預先指定之對象

(下稱「勞務提供事業

等」)、對該通報對象事實

有處分(指命令、撤銷及其

他該當公權力行使之行

為。下同)或勸告等(指勸

告或其他非屬處分之行

為，下同)權限之行政機

關，或為防止該通報對象

事實發生或損害之擴大而

認有必要向其通報者(包

含因通報對象事實而受害

或有受害之虞者，惟排除

與該勞務提供事業立於競

爭地位者及其他正當利益

有受損害之虞者。次條第

三款亦同。)所為之通報。 
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通報対象事実により被害を受

け又は受けるおそれがある者

を含み、当該労務提供先の競

争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがある者を除

く。次条第三号において同

じ。）に通報することをいう。 

一 当該労働者を自ら使用す

る事業者（次号に掲げる事業

者を除く。） 

二 当該労働者が派遣労働者

（労働者派遣事業の適正な運

営の確保及び派遣労働者の保

護等に関する法律（昭和六十

年法律第八十八号。第四条に

おいて「労働者派遣法」とい

う。）第二条第二号に規定す

る派遣労働者をいう。以下同

じ。）である場合において、

当該派遣労働者に係る労働者

派遣（同条第一号に規定する

労働者派遣をいう。第五条第

二項において同じ。）の役務

の提供を受ける事業者 

三 前二号に掲げる事業者が

他の事業者との請負契約その

他の契約に基づいて事業を行

う場合において、当該労働者

が当該事業に従事するときに

おける当該他の事業者 

２ この法律において「公益

 

 

 

 

 

 

 

一 雇用該勞動者之事業

(次款所揭之事業除外。) 

 

二 該勞動者為派遣勞動

者【有關確保勞動者派遣

事業之正當營運及派遣勞

動者之保護等法律(昭和

60年法律第八十八號。即

本法第 4條所指之「勞動

者派遣法」。)第 2條第 2

款所規定之派遣勞動者。

下同。】時，接受該派遣

勞動者有關派遣(即同條

第 1款規定之勞動者派

遣。於第 5條第 2項亦同。)

所提供勞務之事業。 

 

三 前 2款所揭事業與其他

事業基於委任契約或其他

契約而經營事業時，該勞

動者於該事業從事時之該

其他事業。 

 

II 本法所稱之「公益通報
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通報者」とは、公益通報をし

た労働者をいう。 

３ この法律において「通報

対象事実」とは、次のいずれ

かの事実をいう。 

一 個人の生命又は身体の保

護、消費者の利益の擁護、環

境の保全、公正な競争の確保

その他の国民の生命、身体、

財産その他の利益の保護にか

かわる法律として別表に掲げ

るもの（これらの法律に基づ

く命令を含む。次号において

同じ。）に規定する罪の犯罪

行為の事実 

二 別表に掲げる法律の規定

に基づく処分に違反すること

が前号に掲げる事実となる場

合における当該処分の理由と

されている事実（当該処分の

理由とされている事実が同表

に掲げる法律の規定に基づく

他の処分に違反し、又は勧告

等に従わない事実である場合

における当該他の処分又は勧

告等の理由とされている事実

を含む。） 

４ この法律において「行政

機関」とは、次に掲げる機関

をいう。 

一 内閣府、宮内庁、内閣府

者」，係指為公益通報之勞

動者。 

III 本法所稱之「通報對

象事實」，係指下列各事

實： 

一 於如附表所示之為保

護個人生命或身體、維護

消費者利益、保全環境、

確保公平競爭或其他與保

護國民生命、身體、財產

或其他利益有關之法律

(包含基於法律所為之命

令。次款亦同。)所定罪名

之犯罪行為事實。 

 

二 違反依附表所示法律

規定所為之處分，該處分

以前款所揭事實做為理由

事實(做為該處分之理由

事實，包含違反基於同附

表所揭法律規定而為之其

他處分，或有不遵從勸告

之事實，而做為該其他處

分或勸告之理由事實。) 

 

 

 

IV 本法所稱之「行政機

關」，係指下揭機關： 

 

一 內閣府、宮內廳、內閣
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設置法（平成十一年法律第八

十九号）第四十九条第一項若

しくは第二項に規定する機

関、国家行政組織法（昭和二

十三年法律第百二十号）第三

条第二項に規定する機関、法

律の規定に基づき内閣の所轄

の下に置かれる機関若しくは

これらに置かれる機関又はこ

れらの機関の職員であって法

律上独立に権限を行使するこ

とを認められた職員 

二 地方公共団体の機関（議

会を除く。） 

府設置法(平成 11年法律

第八十九號)第 49條第 1

項或第 2項所規定之機

關、國家行政組織法(昭和

23年法律第一百二十號)

第 3條第 2項所規定之機

關，及依法律規定於內閣

轄下所設置之機關，或在

該機關所設置之機關，或

認為具法律上獨立行使職

權之該等機關職員。 

二 地方公共團體之機關

(議會除外。) 

第三

條 

(解雇

無效) 

公益通報者が次の各号に掲げ

る場合においてそれぞれ当該

各号に定める公益通報をした

ことを理由として前条第一項

第一号に掲げる事業者が行っ

た解雇は、無効とする。 

一 通報対象事実が生じ、又

はまさに生じようとしている

と思料する場合 当該労務提

供先等に対する公益通報 

二 通報対象事実が生じ、又

はまさに生じようとしている

と信ずるに足りる相当の理由

がある場合 当該通報対象事

実について処分又は勧告等を

する権限を有する行政機関に

対する公益通報 

公益通報者於次揭各款情

形，為該當各款所定事由

之公益通報，遭前條第 1

項第 1款所揭事業以此公

益通報為由所為之解雇為

無效。 

一 認為通報對象事實已

發生或即將發生，對該勞

務提供事業等所為之公益

通報。 

二 具有充分且相當之理

由相信通報對象事實已發

生或即將發生之情形，向

對該通報對象事實具有處

分或勸告等權限之行政機

關所為之公益通報。 
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三 通報対象事実が生じ、又

はまさに生じようとしている

と信ずるに足りる相当の理由

があり、かつ、次のいずれか

に該当する場合 その者に対

し当該通報対象事実を通報す

ることがその発生又はこれに

よる被害の拡大を防止するた

めに必要であると認められる

者に対する公益通報 

イ 前二号に定める公益通報

をすれば解雇その他不利益な

取扱いを受けると信ずるに足

りる相当の理由がある場合 

 

ロ 第一号に定める公益通報

をすれば当該通報対象事実に

係る証拠が隠滅され、偽造さ

れ、又は変造されるおそれが

あると信ずるに足りる相当の

理由がある場合 

ハ 労務提供先から前二号に

定める公益通報をしないこと

を正当な理由がなくて要求さ

れた場合 

ニ 書面（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない

方式で作られる記録を含む。

第九条において同じ。）によ

り第一号に定める公益通報を

三 具有充分且相當之理

由相信通報對象事實已發

生或即將發生，且該當下

列各款事由之一時，向防

止該通報對象事實發生或

損害之擴大而認有必要者

所為之公益通報。 

 

 

 

(一) 具有充分且相當之

理由相信倘為前二款所定

之公益通報，將受到解雇

或其他不利益之對待時。 

 

(二) 具有充分且相當之

理由相信倘為第 1款所定

之公益通報，與該通報對

象事實相關之證據有遭湮

滅、偽造或變造之虞時。 

 

(三) 勞務提供事業無正

當理由要求不得為前二款

所定公益通報之情形。 

 

(四) 以書面(包含以電磁

等他人無法依知覺來認識

之方式所作成之記錄。第 9

條亦同。)為第 1款所定公

益通報起經過 20日，對於

該通報對象事實，該勞務
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した日から二十日を経過して

も、当該通報対象事実につい

て、当該労務提供先等から調

査を行う旨の通知がない場合

又は当該労務提供先等が正当

な理由がなくて調査を行わな

い場合 

ホ 個人の生命又は身体に危

害が発生し、又は発生する急

迫した危険があると信ずるに

足りる相当の理由がある場合 

提供事業等未為開始調查

之通知時或無正當理由不

為調查之情形。 

 

 

 

 

(五) 具有充分且相當之

理由相信個人之生命或身

體發生危害或急迫危險之

情形。 

第四

條 

(派遣

契約

解除

無效) 

第二条第一項第二号に掲げる

事業者の指揮命令の下に労働

する派遣労働者である公益通

報者が前条各号に定める公益

通報をしたことを理由として

同項第二号に掲げる事業者が

行った労働者派遣契約（労働

者派遣法第二十六条第一項に

規定する労働者派遣契約をい

う。）の解除は、無効とする。 

於第 2條第 1項第 2款所

揭事業之指揮命令下從事

派遣勞動之公益通報者，

為前條各款所定事由之公

益通報，遭同項第 2款所

揭事業以其曾為公益通報

為由解除勞動者派遣契約

(即勞動者派遣法第 26條

第 1項所規定之勞動者派

遣契約)，其解除行為無

效。 

第五

條 

(不利

益處

分之

禁止) 

第三条に規定するもののほ

か、第二条第一項第一号に掲

げる事業者は、その使用し、

又は使用していた公益通報者

が第三条各号に定める公益通

報をしたことを理由として、

当該公益通報者に対して、降

格、減給その他不利益な取扱

いをしてはならない。 

I除第 3條之規定外，第 2

條第 1項第 1款所揭事

業，不得對其所僱用或曾

僱用之公益通報者，以其

曾為第 3條各款所定之公

益通報為理由，對該公益

通報者處以降級、減薪或

其他不利益之對待。 
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２ 前条に規定するもののほ

か、第二条第一項第二号に掲

げる事業者は、その指揮命令

の下に労働する派遣労働者で

ある公益通報者が第三条各号

に定める公益通報をしたこと

を理由として、当該公益通報

者に対して、当該公益通報者

に係る労働者派遣をする事業

者に派遣労働者の交代を求め

ることその他不利益な取扱い

をしてはならない。 

II 除前條之規定外，第 2

條第 1項第 2款所揭事

業，不得對於其指揮命令

下從事派遣勞動之公益通

報者，以其曾為第 3條各

款所定之公益通報為理

由，要求該公益通報者所

屬之勞動者派遣事業更換

派遣勞動者或為其他不利

益之對待。 

第六

條(解

釋規

定) 

前三条の規定は、通報対象事

実に係る通報をしたことを理

由として労働者又は派遣労働

者に対して解雇その他不利益

な取扱いをすることを禁止す

る他の法令（法律及び法律に

基づく命令をいう。第十条第

一項において同じ。）の規定

の適用を妨げるものではな

い。 

２ 第三条の規定は、労働契

約法（平成十九年法律第百二

十八号）第十六条の規定の適

用を妨げるものではない。 

３ 前条第一項の規定は、労

働契約法第十四条及び第十五

条の規定の適用を妨げるもの

ではない。 

前 3條之規定，不妨礙其

他禁止以曾就通報對象事

實進行通報為由，而解雇

勞動者或派遣勞動者或為

其他不利益對待之法令

(即法律及基於法律之命

令。第 10條第 1項亦同。)

規定之適用。 

 

 

II 第 3條之規定，不妨礙

勞動契約法(平成 19年法

律第一百二十八號)第 16

條規定之適用。 

III 前條第 1項之規定，

不妨礙勞動契約法第 14條

及第 15條規定之適用。 

第七 第三条各号に定める公益通報 一般職之國家公務員、適



11 
 

條(對

一般

職國

家公

務員

等之

處理) 

をしたことを理由とする一般

職の国家公務員、裁判所職員

臨時措置法（昭和二十六年法

律第二百九十九号）の適用を

受ける裁判所職員、国会職員

法（昭和二十二年法律第八十

五号）の適用を受ける国会職

員、自衛隊法（昭和二十九年

法律第百六十五号）第二条第

五項に規定する隊員及び一般

職の地方公務員（以下この条

において「一般職の国家公務

員等」という。）に対する免職

その他不利益な取扱いの禁止

については、第三条から第五

条までの規定にかかわらず、

国家公務員法（昭和二十二年

法律第百二十号。裁判所職員

臨時措置法において準用する

場合を含む。）、国会職員法、

自衛隊法及び地方公務員法

（昭和二十五年法律第二百六

十一号）の定めるところによ

る。この場合において、一般

職の国家公務員等の任命権者

その他の第二条第一項第一号

に掲げる事業者は、第三条各

号に定める公益通報をしたこ

とを理由として一般職の国家

公務員等に対して免職その他

不利益な取扱いがされること

用法院職員臨時措施法

(昭和 26年法律第二百九

十九號)之法院職員、適用

國會職員法(昭和 22年法

律第八十五號)之國會職

員、自衛隊法(昭和 29年

法律第一百六十五號)第 2

條第 5項規定之隊員及一

般職之地方公務員(即以

下本條所稱之「一般職之

國家公務員等」。)，禁止

以該等公務員曾為第 3條

各款所定公益通報為理

由，而對其等為免職或其

他不利益之對待，此非適

用本法第 3條至第 5條之

規定，而係適用國家公務

員法(昭和 22年法律第一

百二十號。包含於法院職

員臨時措施法中準用之規

定)、國會職員法、自衛隊

法及地方公務員法(昭和

25年法律第二百六十一

號)之規定。於此情形，一

般職之國家公務員等具有

任命權者或第 2條第 1項

第 1款所揭事業應適用上

開法律規定，不得以一般

職之國家公務員等曾為第

3條各款所定之公益通報

為由，而對其等為免職或



12 
 

のないよう、これらの法律の

規定を適用しなければならな

い。 

其他不利益之對待。 

第八

條(他

人正

當利

益等

之尊

重 

第三条各号に定める公益通報

をする労働者は、他人の正当

な利益又は公共の利益を害す

ることのないよう努めなけれ

ばならない。 

勞動者依第 3條各款規定

為公益通報，應努力使他

人之正當利益或公共利益

不受損害。 

第九

條(改

正措

施等

之通

知) 

書面により公益通報者から第

三条第一号に定める公益通報

をされた事業者は、当該公益

通報に係る通報対象事実の中

止その他是正のために必要と

認める措置をとったときはそ

の旨を、当該公益通報に係る

通報対象事実がないときはそ

の旨を、当該公益通報者に対

し、遅滞なく、通知するよう

努めなければならない。 

事業受理公益通報者以書

面方式為第 3條第 1款所

定之公益通報後，對該公

益通報有關之通報對象事

實，有採取中止或其他認

為有必要之改正措施時，

或認無該公益通報有關之

通報對象事實時，應努力

將上開意旨通知該公益通

報者，不得遲延。 

第十

條(行

政機

關應

採取

之措

施) 

公益通報者から第三条第二号

に定める公益通報をされた行

政機関は、必要な調査を行い、

当該公益通報に係る通報対象

事実があると認めるときは、

法令に基づく措置その他適当

な措置をとらなければならな

い。 

２ 前項の公益通報が第二条

第三項第一号に掲げる犯罪行

I 行政機關受理公益通報

者依第 3條第 2款規定所

為公益通報後，應進行必

要之調查，於認有該公益

通報之通報對象事實存在

時，應採取基於法令之措

施或其他適當之措施。 

 

II 前項之公益通報係以

第 2條第 3項第 1款所揭
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為の事実を内容とする場合に

おける当該犯罪の捜査及び公

訴については、前項の規定に

かかわらず、刑事訴訟法（昭

和二十三年法律第百三十一

号）の定めるところによる。 

犯罪行為之事實為內容

時，關於該犯罪之偵查及

公訴，非依前項之規定，

而係依刑事訴訟法(昭和

23年法律第一百三十一

號)之規定。 

第十

一條 

(教示

規定) 

前条第一項の公益通報が誤っ

て当該公益通報に係る通報対

象事実について処分又は勧告

等をする権限を有しない行政

機関に対してされたときは、

当該行政機関は、当該公益通

報者に対し、当該公益通報に

係る通報対象事実について処

分又は勧告等をする権限を有

する行政機関を教示しなけれ

ばならない。 

前條第 1項之公益通報誤

向對該公益通報有關之通

報對象事實無處分或勸告

等權限之行政機關為之

時，該行政機關應對該公

益通報者，教示與該公益

通報有關之通報對象事實

有處分或勸告權限之行政

機關。 

 

二、附錄部分： 

條號 日文條文 中文翻譯 

第一

條 

(施行

日期) 

この法律は、公布の日から起

算して二年を超えない範囲内

において政令で定める日から

施行し、この法律の施行後に

された公益通報について適用

する。 

本法於公布之日起算二年

內，依政令所定日期開始

施行，本法施行後所為之

公益通報適用之。 

第二

條 

(檢

討) 

政府は、この法律の施行後五

年を目途として、この法律の

施行の状況について検討を加

え、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとする。 

政府應於本法施行後五

年，應就法律施行之狀況

加以檢討，並基於該結果

採取必要之措施。 
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三：附表部分：(與本法第 2條相關) 

編號 日文內容 中文翻譯 

一 刑法（明治四十年法律第四十

五号） 

刑法（明治 40年法律第四

十五號） 

二 食品衛生法（昭和二十二年法

律第二百三十三号） 

食品衛生法（昭和 22年法

律第二百三十三號） 

三 金融商品取引法（昭和二十三

年法律第二十五号） 

金融商品交易法（昭和 23

年法律第二十五號） 

四 日本農林規格等に関する法律

（昭和二十五年法律第百七十

五号） 

日本有關農林規格等之法

律（昭和 25年法律第百七

十五號） 

五 大気汚染防止法（昭和四十三

年法律第九十七号） 

大氣汚染防止法（昭和 43

年法律第九十七號） 

六 廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律（昭和四十五年法律第

百三十七号） 

有關廢棄物之處理及清掃

之法律（昭和 45年法律第

百三十七號） 

七 個人情報の保護に関する法律

（平成十五年法律第五十七

号） 

有關個人情報保護之法律

（平成 15年法律第五十七

號） 

八 前各号に掲げるもののほか、

個人の生命又は身体の保護、

消費者の利益の擁護、環境の

保全、公正な競争の確保その

他の国民の生命、身体、財産

その他の利益の保護にかかわ

る法律として政令で定めるも

の 

除前述各款所揭法律外，

依政令所定之與個人生命

或身體之保護、消費者利

益之保護、環境之保全、

公平競爭之確保或其他與

保護國民生命、身體、財

產或其他利益有關之法

律。 
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肆、立法目的 

    公益通報者保護法第一條即明定本法之立法目的，本法所欲達成

之直接目的有二，第一為「保護進行公益通報之勞動者」，第二為「促

進事業之法令遵守(コンプライアンス）」，而達成上開二個直接目的

後，本法之最終目的則為達成「國民生活之安定及社會經濟之健全發

展」。 

    而達成上開目的之手段，具體而言依本法第 3條至第 5條之規定，

對於以曾為公益通報為由之解雇、不利益之對待訂出明確之法律效果，

以達保護公益通報者之目的。另透過區分內部通報與外部通報不相同

之通報方式，即公益通報者於事業內部為通報時，受保護所需之要件

較簡單，使公益通報者較優先選擇為內部通報，使企業內部得發揮自

淨能力，得盡早改正不當或違法之行為；且倘受通報企業就通報對象

事實不為處理或不為本法所規定之通知義務時，公益通報者可改進行

外部通報，該企業即可能因該醜聞遭受社會批判、發生業績惡化或股

價下跌等風險，是企業為避免上開風險發生，即會積極設置完善之內

部通報窗口，使勞動者較容易為內部通報，且使事業得盡早解決可能

使事業價值大幅滑落之問題，而達到促進事業法令遵守之目的3。又

內閣府國民生活局於 2008 年所作成之以勞動者為對象之調查報告書，

該報告書中之提問「倘於知悉事業之法令違反行為時，會優先向何對

象為通報」，對此問題，於有設置內部通報制度之事業時，有 66.4%

之勞動者選擇先向內部通報，反之，無設置內部通報制度之事業者，

則僅剩 39.9%之勞動者選擇先向內部通報4，是設有完善內部通報制度

之企業，確可能因而更能發揮自淨能力，自行導正事業內部之不當或

不法行為，而達成企業法令遵守之目的。     

                                                      
3
 松本 恒雄，「Q&A 公益通報者保護法解説」，頁 7，三省堂，2006年 7月初版。 
4 山口 利昭，「内部告発・内部通報―その「光」と「影」―」，頁 144，経済産業調

査会，2010年 7月初版。 
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伍、公益通報者之範圍 

一、公益通報者範圍之基本定義 

    依公益通報者保護法第 2條第 2項之規定，從事公益通報之勞動

者即屬本法所稱之公益通報者，而依同條第 1項前段之規定，勞動者

係指依勞動基準法(昭和 22年法律第 49號)第 9條規定，不問其職業

種類，受事業或事務所僱用並受領工資者，即為本法所稱之勞動者。

依此，除了正式員工外，臨時工、兼職工等約僱人員、派遣員工，或

依承攬契約、委任契約而提供勞務之員工等均包括在內5。另有論者

認為，內部通報制度係為即早掌握不正事實、使自淨作用發生功能等

目的而設立，倘過度限制通報者之範圍，將使內部通報制度無法發揮

上揭功能6。 

    通說均認為公務員亦該當本條之勞動者，蓋公務員應與一般勞動

者相同，不因公益通報而受到不利益處分。而日本公務員區分為一般

職公務員及特別職公務員，所謂一般職公務員，在國家公務員之場合，

指依國家公務員法第 2條第 2項之規定，除了同條第 3項所列舉之如

內閣總理大臣等特別職公務員外之一切公務員；在地方公務員之場合，

指依地方公務員法第 2條第 2項之規定，除了同條第 3項所列舉之如

地方公共團體首長等特別職公務員外之一切公務員。又因一般職公務

員依各公務員相關法規，本即有懲戒事由法定、法律上身分保障等原

則之適用，是針對一般職公務員，公益通報者保護法第 7條即明定一

般職公務員不適用本法第 3條(解雇無效)、第 4條(派遣契約解除無

效)、第 5條(不利益對待禁止)之規定，而係適用各公務員相關法規

予以保障，此條之功能為明確化公益通報者保護法與各公務員相關法

規間之適用關係7；至特別職公務員雖原則上得適用本法，惟因職務

                                                      
5 宮崎 貞至，「図説 公益通報のすべて―企業と行政の通報処理ガイドライン―」，

頁 32，ぎょうせい，2006年 4月。 
6 阿部・井窪・片山法律事務所、石嵜・山中総合法律事務所，「内部通報・内部告発

対応実務マニュアル リスク管理体制の構築と人事労務対応策 Q＆A」，頁 28，民事

法研究会，2017年 11月初版。 
7 消費者庁消費者制度課，「逐条解説 公益通報者保護法」，頁 148，商事法務，2016
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性質不符合勞動者定義而無本法之適用8。 

二、公益通報者範圍之檢討 

    除上開通說認屬公益通報者之範圍外，因公益通報者保護法施行

迄今已十餘年，實務運作上對公益通報者之範圍亦多有不同見解，並

提出修法之意見，以下分述之： 

(一)、退職者： 

    本法係以現在職之勞動者進行公益通報為要件，是於現行法下，

退職者因不符合現在在職之要件，而非屬本法之公益通報者範圍，至

本法第 5條所規定「曾經雇用之公益通報者」之用語，係指在職時為

公益通報而其後退職者9，與此處所討論之退職後始為公益通報之情

形不同，合先敘明。因退職者仍有可能遭受以公益通報為由，而停止

支付退職金、請求損害賠償、妨礙再就職、或服務 25年以上之國家

公務員退職後 5年內之再任用申請遭拒絕等不利益之對待，且以退職

前或退職後為公益通報，即生得否適用本法之不同結果，此種差異顯

非合理，是有認為曾受僱用之公益通報者亦應得受本法之保護10，不

得僅因通報時是否為勞動者而發生救濟上之差異，否則應認有害於法

之安定性11，且認為於修法時，就公益通報者適用範圍是否及於退職

者之問題，應考量在職中勞動者為通報之困難性12，而持肯定之看法。

惟亦有反對意見認為退職者可依一般法理保護即可，如信賴保護原則、

權利濫用等，而認無納入公益通報者保護法之必要。 

    就此，公益通報者保護專門調查會之檢討報告及提高實效性檢討

會行動小組之報告書，均認本法應朝退職者亦包含在公益通報者範圍

內之修法方向，且將退職者納入保護，較僅依一般法理保護，對為公
                                                                                                                                                        
年 4月初版。 
8 松本 恒雄，「Q&A 公益通報者保護法解説」，頁 30，三省堂，2006年 7 月初版。 
9 内閣府国民生活局企画課，「詳説 公益通報者保護法」，頁 96，ぎょうせい，2006

年 6月再版。 
10 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会，「通報者のための公益通報者保護・救済

の手引」，頁 118，民事法研究会，2012年 5月第二版。 
11 日野 勝吾，「公益通報者保護法制度の役割と活用に向けた課題」，日本労働法学

会誌第 130号，頁 139，2017年 10月。 
12 日野 勝吾，「公益通報者保護法の今日的意義と課題」，法政論叢第 53卷 2号，頁

80，2017年。 
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益通報之退職者而言，更有受到保護之預見可能性，而能提高公益通

報之意願。然認應設定退職後一定合理期間內始受保護之限制，此乃

因通報者就過去之不正行為進行通報，難認通報時必然仍存有該不正

行為，且就證據調查及事實認定上較為困難，亦與本法促使即早通報

之意旨相左13。至內部通報之受理單位，則以原勞務提供事業或原勞

務提供事業所預先指定之對象為適當14。 

(二)、董事等經營、管理階層： 

    關於董事等經營、管理階層究否屬應受保護之公益通報者範圍內，

學說上多所爭論，一般認為董事、監察人等經營、管理階層不包含在

勞動者之範圍內15，此乃因董事為受理通報、調查通報內容並提出改

正措施之主體，監察人則立於直接監察之立場，均應屬被通報者而非

屬本法之通報者16，其等就該事業負有善良管理人注意義務、忠實義

務，於發現不正之情形時，應以努力改正為原則17，且於遭受無正當

理由之解任時，亦得依日本公司法第 339條第 2項規定請求損害賠償
18。然亦有認為倘公司之通報窗口係法律事務所等外部窗口時，不應

將利用此種通報窗口之董事等經營、管理階層排除在保護範圍之外19；

另事業內部常見身兼勞動者及董事之雙重身分，當其以勞動者身分接

受代表者指揮命令而提供勞務時，則其所為之公益通報亦應包含在保

護範圍內20。 

    消費者委員會公益通報者保護專門調查會認本法應朝董事等經

營、管理階層亦包含在公益通報者範圍內之修法方向，其認為董事等

                                                      
13 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 13，2018年 12月。 
14 提高實效性檢討會行動小組之報告書，頁 5，2016年 12月。 
15 山口 利昭，「内部告発・内部通報―その「光」と「影」―」，頁 87，経済産業調

査会，2010年 7月初版。 
16 梅本 弘，実効性のある内部通報制度のしくみと運用，頁 18，日本実業出版社，2015

年 8月初版。 
17 竹村 知己，「公益通報者保護専門調査会報告書の概要」，NBL第 1138 号，頁 109，

2019年 1月。 
18 日本公司法第 339 條：「I董事及監察人得隨時依股東總會之決議解任之。II依前項

規定受解任者，除該解任具有正當理由之情形，得對於股份有限公司，就解任所遭受之

損害請求賠償。」 
19 中原 健夫、結城 大輔、横瀬 大輝，「これからの内部通報システム」，頁 36，金

融財政事情研究会，2017年 7月初版。 
20 角田 邦重、小西 啓文，内部告発と公益通報者保護法，頁 16，法律文化社，2008

年 11月初版。 
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經營、管理階層應較了解事業內部之情形，其等之通報應更有導正不

正行為之效果21，且實務上確有發生董事等經營、管理階層遭以公益

通報為由，而受解任或請求損害賠償等不利益之對待，然亦認為立法

技術上有其困難之處，蓋實務上就董事等經營、管理階層之解任而言，

如公司法上之董事，與法人間係以信賴關係為基礎，其解任本無須附

理由，僅須依股東會之決議，則似難將以公益通報為理由之解任一律

評價為違法，且董事等經營、管理階層依各法人之設立所根據之法律，

存有各種不同職稱，則如何訂出得受保護之合理範圍，仍有待就法制

面、法技術面為整理22。 

(三)、交易對象事業： 

    一般均認為於現行法下，交易對象事業不屬本法之保護對象23，

惟如前述 2002年所發生著名之「雪印食品事件」，雪印食品公司將進

口牛肉偽裝成國產牛肉以詐領補助金，即係由交易對象事業之西宮冷

藏為告發，而認將交易對象納入就維護公益之觀點甚為重要，但因本

法明定為就勞動者之保護，因此交易對象事業仍無法受到保護24，且

與交易對象事業間本應依契約自由原則，縱認交易對象事業應受本法

保護，則應由國家給予公益通報之事業何種保護，應予審慎評估25。

另有論者認為應無法無條件容許被通報者報復式地以公益通報為由，

解除與公益通報事業間之繼續性契約，該解除契約行為應有解為違反

誠實信用原則、權利濫用而無效之餘地，而認為公益通報者保護法應

明確規定此最低限度之規則26。 

    消費者委員會公益通報者保護專門調查會認因實際上確曾出現

上開因交易對象事業之通報而發現並導正事業違反法令之案例，而該

                                                      
21 竹村知己，「公益通報者保護専門調査会報告書の概要」，商事法務第 1138期，頁

109， 2019年 1月 15日。 
22 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 14，2018年 12月。 
23 櫻井 稔，「内部告発と公益通報―会社のためか、社会のためか―」，頁 127，中央

公論新社，2006年 3 月初版。 
24 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会，「通報者のための公益通報ハンドブック」，

頁 26，民事法研究会，2005年 11月初版。 
25 内閣府国民生活局企画課，「詳説 公益通報者保護法」，頁 30，ぎょうせい，2006

年 6月再版。 
26 國廣 正、青木 正賢、五味 祐子、芝 昭彦，「コンプライアンスのための内部通報

制度」，頁 49，日本経済新聞社，2006年 3月初版。 
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等進行公益通報之事業，確有可能因此遭受以公益通報為由，而解除

契約、拒絕更新契約或減少交易數量等不利益之對待，認有提高使該

等交易對象事業安心為通報之必要性。但另一方面又認為該等不利益

之對待，究否係起因於公益通報，實極難判斷，且按理該被通報事業

倘較交易對象事業不具有一定優越地位之關係時，則為不利益對待之

可能性相對較低，是亦應考量具有一定優越地位時，始為受保護對象

之範圍限制，惟於立法技術上，應如何訂立一合理之範圍仍有待檢討
27;有論者則認為雖然因交易對象事業有各式形態、狀況而難以一律包

含在內，但似應就具有與勞動關係相類似環境之經營型態，如將加盟

經營、下包商等對象包含在本法保護範圍之內28。 

(四)、其他公益通報者： 

    此部分較常被討論者為勞動者之親屬，當勞動者之親屬於得知事

業者之違法行為而為公益通報時，該親屬能否受本法保護之問題。可

能出現之情況例如勞動者本人對於親自為公益通報乙事感到恐懼，而

由父母等親屬出面為通報之情形，或勞動者於遭受違法行為後，可能

因此產生精神方面之問題，而有困難親自為公益通報等情形29。 

    另外亦有認為不應限制公益通者之範圍，現行法以列舉方式規定

公益通報者範圍，將可能使該範圍外應受保護之人無法受保護之情形

發生，而應與日本行政程序法第 36條之 3第 1項相同，將通報主體

以「不論何人」均得為通報之方式立法30。然反對意見則認為公益通

報者保護法與行政程序法不同，係於通報者有受到事業之不利益對待

始應受保護之法律，應有明文限定通報者範圍之必要31。 

    消費者委員會公益通報者保護專門調查會認雖然確有存在上開

勞動者以外通報者之情形，但於現行實務上該等通報者究可能受到何

                                                      
27 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 15，2018年 12月。 
28 拝師 徳彦，「「公益通報者保護法」改正の動き―消費者庁 WGを中心に―」，消費

者法ニュース第 109 号，頁 61，2016年 10月。 
29 山口 利昭，「内部告発・内部通報―その「光」と「影」―」，頁 148，経済産業調

査会，2010年 7月初版。 
30日本行政程序法第 36條之 3第 1項規定：不論何人，在違反法令事實存在時，認無做

成應改正該違法情形之行政處分或行政指導時，得對有權做成行政處分或行政指導之行

政機關，請求做成行政處分或行政指導。 
31 提高實效性檢討會行動小組之報告書，頁 8，2016年 12月。 
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種不利益之對待尚不明確，應待累積更多實例後再為修法檢討32。 

三、匿名通報 

    因為害怕遭到報復而選擇為匿名之通報，此等通報者究否應受到

保護之問題，公益通報者保護法雖未明文規定不得為匿名通報，而似

可解為匿名通報者亦得受到保護，然首應面對之問題為既已匿名，則

應保護何人、應如何保護均不明，此時自無保護之必要。然實務上常

見之情形，則為一開始雖然依匿名方式為公益通報，惟嗣該公益通報

者之身分遭特定，此時即有受保護之必要33。 

    至接獲匿名通報之單位應否受理之問題，一般多持肯定見解，此

乃因於接獲匿名通報時，雖無法向該匿名通報者取得證言以釐清該通

報事實之真實性，然匿名通報常係因害怕遭受報復，匿名與否與該通

報事實內容之真實性高低並無必然關係，且實務上常見一開始雖為匿

名通報，但嗣後通報者之身分即為特定，又倘禁止匿名為通報，將有

導致通報件數極端減少之可能34，如前述內閣府國民生活局於 2008年

所作成之以勞動者為對象之調查報告書，該報告書中之提問為「倘於

知悉業者之法令違反行為時，會選擇以具名或匿名之方式為通報」，

對此問題有近八成之勞動者回答會選擇匿名通報35，是倘禁止匿名為

通報，確將有導致通報件數極端減少之可能。 

    至通說雖均認為匿名通報於可特定通報者之身分時即得受到保

護，然受通報事業於接獲通報後 20日內之通知義務應如何解釋即成

問題，有論者認為於此情形，該 20日似應從事業得特定該公益通報

者身分時起算36。 

                                                      
32 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 16，2018年 12月。 
33 松本 恒雄，「Q&A 公益通報者保護法解説」，頁 32，三省堂，2006年 7月初版。 
34 株式会社エス・ピー・ネットワーク，「内部通報窓口「超」実践ハンドブック」，

頁 11，清文社，2016年 12月初版。 
35 山口 利昭，「内部告発・内部通報―その「光」と「影」―」，頁 146，経済産業調

査会，2010年 7月初版。 
36 國廣 正、青木 正賢、五味 祐子、芝 昭彦，「コンプライアンスのための内部通報

制度」，頁 46，日本経済新聞社，2006年 3月初版。 
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四、日本律師公會就公益通報者範圍之修法建議 

    日本律師公會於 2015年 9月 11日，提出公益通報者保護法改正

草案，其中就公益通報者保護法第二條第二項關於公益通報者之定義

部分，中譯如下：第 2條第 2項：「本法所稱公益通報者係指下列為

公益通報之人：一、發生通報對象事實事業之勞動者。二、就有關確

保勞動者派遣事業適法正當營運及派遣勞動者之保護等法律(昭和 60

年法律第 88號)第 2條第 2款所規定之勞動派遣者，在發生通報對象

事實之事業從事業務之勞動者。三、與發生通報對象事實之事業間，

現存有或曾存有承攬契約或繼續性交易契約之事業之勞動者，於發生

通報對象事實之事業從事業務之人。四、曾經為前三款之勞動者。五、

發生通報對象事實之事業之董事或曾為董事者。六、與發生通報對象

事實之事業間，現存有或曾存有勞動者派遣契約、承攬契約或繼續性

交易契約之事業之董事及曾為董事者或經營事業之個人37。」，可知日

本律師協會提出之修法建議，係盡可能擴大公益通報者之範圍，除勞

動者外，尚包含退職者、董事等經營管理階層、交易對象事業員工等，

且所謂事業包含個人經營之事業，此修法建議與消費者委員會公益通

報者保護專門調查會之結論大致相同。 

 

陸、通報對象事實之範圍 

    依公益通報者保護法第 2條第 3項，第一款規定犯罪行為事實，

第二款則規定違反與犯罪行為有關法令之行為事實，簡言之，僅包含

違反「最終以刑事罰做為擔保之法律」之行為，是倘該行為最終非以

刑事罰做為擔保，則非屬本法之通報對象事實。舉例而言，日本男女

雇用機會均等法中定有防止發生職場性騷擾之努力義務之規定，因該

規定僅為努力義務之規定，無刑事處罰之規定，是非屬本法所謂之通

報對象事實38。本法規定僅有犯罪行為及法令違反行為屬通報對象事

                                                      
37
 日本弁護士連合会，「公益通報者保護法日弁連改正試案」，頁 6，2015年 9月。 

38 角田 邦重、小西 啓文，内部告発と公益通報者保護法，頁 35，法律文化社，2008

年 11月初版。 
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實，最主要之立法理由在於使通報對象事實之範圍明確化之觀點。 

一、本法、附表及政令所列舉法律規定之違反 

    本法將可成為通報對象事實之法律分成五大類，即(一)保護個人

生命或身體之法律、(二)維護消費者利益之法律、(三)保全環境之法

律、(四)確保公平競爭之法律及(五)其他與保護國民生命、身體、財

產及其他利益有關之法律。而立法方式上，在附表中列舉規定了上開

五大類中代表性之法律，如第一類保護個人生命或身體之法律即列舉

了刑法、食品衛生法，第二類維護消費者利益之法律則列舉金融商品

交易法、日本有關農林規格等之法律，第三類保全環境之法律則列舉

大氣汚染防止法、有關廢棄物之處理及清掃之法律，第五類其他與保

護國民生命、身體、財產及其他利益有關之法律則列舉有關個人情報

保護之法律39。另再於附表第八款委由政令列舉其他含有通報對象事

實之法律，即平成 17年(2005年)4月 1日政令第 146號之「規定公

益通報者保護法附表第八款所指法律之政令」，該政令於 2005年時所

列之法律共有 413項，嗣陸續增訂，迄令和元年(2019年)6月 14日，

已列舉達 470項法律。 

    除上開附表及政令所列舉之法律外，其他法律違反之事實均不得

成為通報對象事實，而該等法律規定均符合以下要件：即該法律須以

保護國民生命、身體、財產及其他利益為直接目的，且違反該法律將

造成國民生命、身體、財產及其他利益之損害，且對違反之行為定有

刑罰規定。 

 

二、違反以刑事罰做為最終擔保之法令之行為事實 

    於違反法律規定並無直接科處刑罰之情形時，惟有間接以刑罰做

為擔保時，亦得做為通報對象事實。可能之結構有：1、對於違反法

律規定之行為並無直接刑事處罰明文，然主管機關命其改正該違法行

                                                      
39 内閣府国民生活局企画課，「詳説 公益通報者保護法」，頁 52，ぎょうせい，2006

年 6月再版。 
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為，於違反該改正命令時則有刑事處罰之明文；2、對於違反法律規

定之行為並無直接刑事處罰明文，然主管機關先進行指示或勸告，於

不從指示或勸告時，再命其改正該違法行為，而於違反該改正命令時

始有刑事處罰明文之情形。無論是上開二階段或三階段之構造，只要

最終是以刑罰手段做為擔保者，即屬本法之通報對象事實之範圍。 

    二段構造舉例言之，依日本「不當獎品類及不當表示防止法」第

5條規定，事業者禁止為該條所示之不當表示，而違反該條規定並無

直接刑事處罰之明文，然於內閣總理大臣對該為違法行為之事業者，

依同法第 7條第 1項規定做成禁止命令時，該事業者於違反依第 7條

第 1項規定所做成之禁止命令時，依同法第 36條第 1項規定，即得

處二年以下有期徒刑或三百萬以下之罰金，此時即屬最終以刑罰手段

做為擔保之情形，則該違法行為(不當表示之行為)即屬通報對象事

實。 

    三段構造舉例言之，依日本「日本有關農林規格等之法律」第

19之 3條之 2規定，製造業者應對飲食料品以外之農林物資為有關

品質之標示，而違反該標示義務並無直接刑事處罰之明文，然依同法

第 14條第 1項規定，内閣總理大臣或農林水産大臣，得指示該製造

業者應遵守該標示之基準，而於製造業者無正當理由不從上揭指示時，

依同條第 3項規定，得命其應為與該指示有關之一定措施。於該製造

業者違反該命令時，即有同法第 24條第 8款規定之適用，得處一年

以下有期徒刑或一百萬以下之罰金，此即屬三階段構造且最終以刑罰

手段做為擔保之情形，該最初之標示違反行為即屬通報對象事實40。 

三、對現行法通報對象事實範圍之檢討： 

    綜上可知，現行法對於通報對象事實之限制除了須為犯罪行為或

最終以刑事手段擔保之違反法令行為外，更有限制就特定目的之法令

違反始屬本法之通報對象事實，以下分述之： 

(一)、對「犯罪行為或最終以刑事手段擔保之違反法令行為」之範圍

限制之檢討： 

                                                      
40 松本 恒雄，「Q&A 公益通報者保護法解説」，頁 39，三省堂，2006年 7月初版。 
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    就可能成為通報對象事實之事業違法或不當行為，於立法論上可

能有下列幾種選擇：1、犯罪行為，2、得成為行政處分對象之違法行

為，3、違反民事法之行為(如債務不履行、公序良俗違反等)，4、其

他各種不當之行為(如各種基本法中努力義務之違反)等，現行法僅包

含犯罪行為及最終以刑事手段擔保之違反法令行為，係因為認為違反

民事法之行為及其他各種不當行為之範圍過於抽象，就利益侵害之事

實及因果關係有無，應仰賴法院之判斷，若將其納入範圍內，將有害

公益通報之預測可能性，使公益通報對象事實之範圍不明確41，且民

事法上之違法行為較與公益無關。然此種限制向來即遭受消費者團體

及日本律師公會之強烈批判，認為過度限制通報對象事實範圍將使本

法維護公益之功能大幅降低42。 

    就上開各種違法行為中，3、違反民事法之行為及 4、其他各種

不當之行為部分較無爭論，通說均認非屬通報對象事實範圍；較具爭

議者為「得成為行政處分對象之違法行為」部分，提高實效性檢討會

行動小組認為因為公益通報者保護法具有強力之法律效果，即以公益

通報為理由之解雇一律無效，因此通報內容須具有一定之公益性，且

考量舉證對象明確化及高度預見可能性之觀點，通報對象事實以具有

一定明確性為必要，若認應將通報對象事實擴張至非屬最終以刑罰手

段擔保之違法事實時，仍應以該事實是否具公益性及明確性為考量43，

就此部分之意見顯得較為保守。 

    然消費者委員會公益通報者保護專門調查會則持較為積極之看

法，認為就公益性方面，縱使最終非為刑事處罰對象之違法行為，亦

不乏對公益非屬輕微影響之案例，應有促使就此種違法行為進行公益

通報之高度必要性；另就對象明確性之觀點而言，無論係「依法律規

定為行政罰處罰對象之違法行為事實」或「依法律規定為行政處分對

象之違法行為事實」，均屬違反一定行為規範之行為，而該行為規範

之要件均為法所明定，應認此部分之範圍尚屬明確，而認應追加此等

                                                      
41 内閣府国民生活局企画課，「詳説 公益通報者保護法」，頁 60，ぎょうせい，2006

年 6月再版。 
42
 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会，「通報者のための公益通報者保護・救済

の手引」，頁 31，民事法研究会，2012年 5月第二版。 
43 提高實效性檢討會行動小組之報告書，頁 10，2016年 12月。 
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違法行為事實為通報對象事實。至依法律規定為行政指導對象之違法

行為事實，雖然行政指導對象之行為中有僅屬努力義務之違反行為，

或行政官之裁量空間有較為廣泛之情形，然仍認限於對違反法令行為

要求改正之法定行政指導，有檢討是否追加成為通報對象事實之可能
44。 

(二)、對「特定目的法律規定」範圍限制之檢討： 

    現行法將通報對象事實限於違反與「保護個人生命或身體、維護

消費者利益、保全環境、確保公平競爭及其他與保護國民生命、身體、

財產及其他利益」有關之法律，非屬上開特定目的之法律時，縱使該

行為事實與公益具高度相關，仍非屬公益通報對象事實之範圍。 

    具體言之，未符合上開目的之法律大致有下列各種分類：1、專

與國家機能有關之法律(如公職選舉法、各種稅法、入出國管理及難

民認定法等)，2、專與法人內部管理有關之法律(如各種獨立行政法

人設置法)，3、以各種事業之振興及促進為目的之法律(如整備農業

振興地域之法律)，4、其他與上開目的不符之法律，例如森林法施行

法(係以森林法得以順利運作為目的)、兒童補貼法(僅針對不當受領

補貼者定有刑罰規定)。 

    另縱使符合上開目的，仍有數種形態之法律非屬本法通報對象事

實之範圍，具體而言，1、無法想像事業有違反可能之法律(如防止配

偶暴力及被害者保護之法律、規範跟蹤狂行為之法律等)，2、事業之

違法經濟活動雖可能產生危害，然該危害於個人無實際感受或對個人

生活影響甚微之法律(如賽馬法、河川法、貨幣及證券仿造取締法等)，

3、事業之違法經濟活動雖可能產生危害，然被害者極其有限之法律

(如深海礦業暫定措施法等)45。 

    提高實效性檢討會行動小組就此部分認為現行法下非屬通報對

象事實範圍內之如稅法、國家公務員法等法律之違反，倘屬於犯罪行

為，且具有公益性及明確性時，則就此部分應否追加為通報對象事實

範圍內，應有檢討改進之必要46；至將來是否仍維持上開特定目的之

                                                      
44 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 16，2018年 12月。 
45
 消費者庁消費者制度課，「逐条解説 公益通報者保護法」，頁 77，商事法務，2016

年 4月初版。 
46 中野真、佐藤元紀，「公益通報者保護制度の実効性の向上に関する検討会最終報告
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限制，因現行法係以消費者問題之處理為目的而訂定，應有檢討是否

改變本法立法定位之必要47。 

    消費者委員會公益通報者保護專門調查會基本上是贊成擴張通

報對象事實範圍，因各法律所保護之目的並非如此明確，同法律中亦

可能有主要目的及次要目的之情形，以法律之保護目的作為限制通報

對象事實之基準實有疑義，惟若擴大至現行法目的限制外之法律時，

可預期對行政機關之公益通報件數增加之結果，而造成行政機關負擔

增加之疑慮48。 

(三)、對通報對象事實規定方式之檢討： 

    現行法以政令列舉方式明訂所有得成為通報對象事實之法律，優

點為非常明確，除所列舉以外之所有法律規定之違反均非屬通報對象

事實範圍，然因截至目前為止(2019年 6月 14日)，已列舉達 470項

法律，要一一比對究否屬通報對象事實範圍非屬易事，且亦難排除有

掛一漏萬之可能，因此有認為應以某程度抽象化基準之立法方式較佳。

消費者委員會公益通報者保護專門調查會則認為在本法不以特定目

的限制通報對象事實範圍之法律時，即得不採取列舉方式為立法，例

如以刑事罰與否做為限定標準，亦得確保通報對象事實之預見可能性，

且於認為依某法律之性質等原因，該法律確實不應成為通報對象事實

時，亦得以負面列舉之方式將其排除49。 

(四)、違反各地方自治條例時得否為通報對象事實之檢討： 

    依日本地方自治法第 14條第 3項規定，普通地方自治團體除法

令有特別規定者外，得於條例中對於違反條例者，制訂有期徒刑、拘

役、罰金等刑事處罰規定，是違反條例之行為究否得成為本法之通報

對象事實即成問題，通說均認為不包含違反條例之行為，縱使違反該

條例具有刑事處罰之法律效果亦同，主要理由在於條例乃係各地方自

治團體依照各地域現況所制訂，因此各地條例所規定之內容均不相同，

倘認條例亦屬通報對象事實，則將產生各地之通報對象事實範圍不一

致之情形，且因現行法採政令列舉方式明訂得適用之法律範圍，因各

                                                                                                                                                        
書の概要」，商事法務第 1092期，頁 95， 2017 年 2月 15日。 
47
 提高實效性檢討會行動小組之報告書，頁 11，2016年 12月。 

48 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 17，2018年 12月。 
49 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 18，2018年 12月。 
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地方自治團體所訂條例數量龐大，於立法技術上存有困難。 

    就此消費者委員會公益通報者保護專門調查會雖認同應要求事

業同時遵守法律及條例，且亦有促使勞動者對違反條例行為為通報之

必要，惟因現在尚未累積足夠之違反條例行為而通報之個案，且亦欠

缺因而受有不利益對待之實例，而認應累積足夠之立法事實後再為檢

討。 

(五)日本律師公會就通報對象事實範圍之修法建議： 

    日本律師公會之上開公益通報者保護法改正草案，其中就公益通

報者保護法第 2條第 3項關於通報對象事實之定義部分之立法建議，

中譯如下：「本法所稱通報對象事實係指以下各款所揭事實：一、對

個人生命或身體已產生危害或對個人財產已產生侵害、正發生危害或

侵害，或恐生危害或侵害之事實。二、已破壞環境之事實、正在破壞

或恐將破壞之事實。三、除前二款所示外，其他與個人生命、身體或

財產之保護、消費者利益之維護、環境之保全或公平競爭之確保相關

之違法行為，正在進行或恐將進行之違法行為。四、故意隱匿該當前

三款之一事實有關之情報，或正在隱匿、恐將隱匿之事實。」50 

    由上開修法建議條文可知日本律師公會係反對現行法之正面列

舉之立法方式，其認為現行法所採以刑事罰、特定法律等限制方式，

除使公益通報者難以理解通報對象事實範圍外，更因過度限縮通報對

象事實範圍，而對公益通報之保護產生極大妨害。因此主張極度擴大

通報對象事實範圍，其上開主張幾乎等於就通報對象事實完全不設限

制，且除現行法之「已發生或即將發生」之要件，更擴張至已發生、

正在發生或恐將發生之事實，即不以具有時間急迫性之「即將發生」

之要件，且更擴及對該等事實之隱匿甚至是恐將隱匿之行為。 

柒、公益通報之對象及要件 

    依公益通報者保護法第 3條規定，通報之對象可分為內部通報

(第 3條第 1款)及外部通報，而外部通報又可分成對行政機關之通報

(第 3條第 2款)及對行政機關以外之事業者外部對象為通報(第 3條

                                                      
50 日本弁護士連合会，「公益通報者保護法日弁連改正試案」，頁 8，2015年 9月。 
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第 3款)，如下表所示，向各通報對象為通報之要件有所不同，以下

分述之： 

 通報對象 保護要件 

內部通報 1、事業 

2、事業所預先指定之通

報窗口(第 2條第 1項) 

1、不得基於不正目的 

2、認為通報對象事實已

發生或即將發生 

行政機關通報 對該通報對象事實有處

分或勸告權限之行政機

關 

1、不得基於不正目的 

2、具有充分且相當之理

由相信通報對象事實已

發生或即將發生(通報

內容之真實相當性) 

其他外部通報 對防止該通報對象事實

發生或損害之擴大而認

有必要之對象 

1、不得基於不正目的 

2、真實相當性 

3、符合第 3條第 3款所

定外部通報相當性有關

要件之一時 

   

一、向事業為內部通報 

    依公益通報者保護法第 3條第 1款規定，認為通報對象事實已發

生或即將發生，得對該勞務提供對象(即事業)為公益通報，此為向事

業內部為公益通報之規定(以下簡稱第一款通報)，此款規定之主要理

由係因為勞動者為在事業內部依指揮命令從事業務之人，於內部向事

業為公益通報時，如不向直屬上司為通報，而直接向社長為通報之情

形時，很有可能被以違反指揮命令等理由，遭受解雇等不利益之對待，

因此明確規定事業以公益通報為理由所為之解雇為無效，使公益通報

者得免於受不當解雇之恐懼而勇於通報51。另提高實效性檢討會認為

雖然現行法對於受通報事業，就有關通報之情報並無守密義務之規定，

然因守密義務應有利於防止與通報有關之情報外洩，是認為應檢討就

                                                      
51 内閣府国民生活局企画課，「詳説 公益通報者保護法」，頁 74，ぎょうせい，2006

年 6月再版。 
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受理通報之事業者課予一定守密義務之具體方式52。 

(一)通報對象： 

    公益通報者保護法就內部通報之對象係以「勞務提供對象」為法

條用語，簡言之，係以勞動者之角度觀之，勞動者提供勞務之對象也

就是事業。而該勞務提供對象又以勞動者之業務內容區分為三，(1)

直接雇用勞動者之事業(第 2條第 1項第 1款)、(2)勞動者為派遣員

工之要派事業、(3)勞動者基於僱用事業與其他事業間之契約而從事

業務之該其他事業。由上述三者可知公益通報之對象係以對於通報對

象事實有直接調查、改正權限之事業，因此，舉例而言，派遣員工對

於要派事業之通報對象事實，向原派遣公司為公益通報時，因為原派

遣公司對該通報對象事實並無調查或改正之權限，是此時之通報即非

屬本法所定義之內部通報。 

    至事業內部具體之通報對象，倘由內部通報之目的係為促使事業

內部進行調查及改正措施觀之，即發揮事業自淨作用之目的，應認為

只要向組織內對於防止通報對象事實發生或受損害有一定責任或義

務者為公益通報，均應該當本款之內部通報，具體言之，如事業之代

表人、與該通報對象事實有相關權限之管理職人員、對該為通報之勞

動者具有指揮監督權限之上司等，此外，如事業所設之服務熱線、通

報窗口、法務、法遵部門、業務監督部門等均得為通報，且因該等通

報管道均屬對防止通報對象事實發生或受損害有一定責任或義務者，

因此無論是對該等通報管道內何職務等級之人為通報，均應該當此處

之內部通報，惟倘僅係向不具上開權限之一般職務之同事為通報，應

認非屬本款之內部通報53。 

    依公益通報者保護法第 2條第 1項之規定，除可向事業直接為內

部通報外，亦可向事業所預先指定之外部通報窗口為公益通報，此種

通報亦屬內部通報之一種，通常是指定與該事業有一定合作或信賴關

係之對象，例如委託外部事業經營之服務熱線、母公司、顧問律師、

                                                      
52 兒島幸良，『公益通報者保護制度をめぐる今後の展望~実効性の向上に関する検討

会「最終報告書」とパブリックコメント結果の概要から』，商事法務第 1100期，頁

89， 2017年 6月 15 日。 
53 松本 恒雄，「Q&A 公益通報者保護法解説」，頁 68，三省堂，2006年 7月初版。 
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與事業關係良好之公會等54。此種通報方式因為屬於通常指揮命令系

統以外之管道，使勞動者更能安心為通報；且因為勞動者更能安心通

報，勞動者選擇內部通報之方式為通報之意願理應增加，而減少因外

部通報導致通報內容向外散布之可能，因此對於事業來說亦有好處。 

(二)受保護要件： 

    第一款通報之保護要件主要有二，即 1、不得基於不正目的(本

法第 2條第 1項)。2、認為通報對象事實已發生或即將發生(本法第

3條第 1款)，其要件相對簡單，與向企業者外部為公益通報之要件

相較，並無「真實相當性」要件之要求，即不要求「具有充分且相當

之理由」相信通報對象事實已發生或即將發生，不要求通報者證明該

事實具有真實相當性存在，因為倘要求通報者須有充分且相當之理由

相信通報對象事實已發生或即將發生，通報者將因此種限制而降低內

部通報之意願，而可能減少內部通報所能提供之自淨功能55，且縱使

經過內部調查後證明該通報並非事實，亦無毀損事業之名譽或信用之

虞。因此，本法雖然沒有直接強制規定應優先為內部通報，惟透過緩

和保護要件之設計，間接鼓勵通報者優先為內部通報56。 

(三)通知之努力義務： 

    依公益通報者保護法第 9條之規定，事業受理第一款通報後，對

該公益通報有關之通報對象事實，有採取中止或其他認為有必要之改

正措施時，或認無該公益通報有關之通報對象事實時，應努力將上開

意旨通知該公益通報者，不得遲延。本條規定並非課與事業通知義務，

僅係努力義務之規定，之所以僅規定事業負有通知之努力義務，是考

量事業未如偵查機關等行政機關有強制力之調查權限，可能盡全力調

查後仍無法把握通報對象事實，或是小規模之事業因內部調查機制並

不完備，而無法把握通報對象事實，或可預見進行通知之後將造成行

政機關之調查產生障礙，或因匿名通報、通報者已離職等理由無法把

握通報者之連絡方式，或通報者希望不要通知等情形，而得出賦與法

                                                      
54 同前註，頁 70。 
55 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会，「通報者のための公益通報ハンドブック」，

頁 34，民事法研究会，2005年 11月初版。 
56 宮崎 貞至，「図説 公益通報のすべて―企業と行政の通報処理ガイドライン―」，

頁 40，ぎょうせい，2006年 4月。 
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定通知義務並非妥適之結論。 

    然依公益通報者保護法第 3條第 3款特定事由相當性之規定，於

通報者以書面為第一款通報起經過 20日，對於該通報對象事實，事

業未為開始調查之通知或無正當理由不為調查之情形時，即成為通報

者得向行政機關以外之對象為外部通報之事由，因此縱使事業僅負有

通知努力義務，而事業也確實就通報對象事實已進行調查或採取改正

措施，通常即會通知公益通報者，以避免通報者因為未獲得通知，而

改向行政機關以外之對象為外部通報之情形發生。 

    另本條所謂負有通知努力義務之事業，係指公益通報者提供勞務

之對象而言，因此在公務員為公益通報者之情形時，其對於其所服務

之行政機關為內部通報時，該受通報之行政機關仍屬於第一款通報，

而有通知努力義務規定之適用，當然倘係向非屬勞務提供對象之行政

機關通報時，此時即非屬第一款通報而無通知努力義務規定之適用
57。 

    消費者委員會公益通報者保護專門調查會認為現階段無將通知

努力義務修改為法定義務之必要，主要乃因依消費者廳對於民間事業

所訂定之指導方針，均已就有關回應通報者之部分有所規範，且倘改

為通知法定義務時，將有增加事業、行政機關負擔之疑慮58。 

二、向行政機關為外部通報 

    依公益通報者保護法第 3條第 2款規定，具有充分且相當之理由

相信通報對象事實已發生或即將發生，得對該通報對象事實有處分或

勸告權限之行政機關為公益通報，此為向行政機關為事業外部之公益

通報之規定(以下簡稱第二款通報)。 

(一)通報對象： 

    第二款通報之通報對象為對該通報對象事實有處分或勸告權限

之行政機關，此乃因倘受通報之行政機關對通報對象事實無處分或勸

告之權限，對該通報對象事實將無法依法進行調查、確認該事實有無，

                                                      
57
 消費者庁消費者制度課，「逐条解説 公益通報者保護法」，頁 166，商事法務，2016

年 4月初版。 
58 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 38，2018年 12月。 
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亦無法對該通報對象事實為適當之處理，因此，如果向無處分或勸告

權限之行政機關為公益通報時，則非屬本法之第二款通報，無法受到

本法之保護。惟因如何判斷「對通報對象事實有處分或勸告權限之行

政機關」，對於公益通報者而言實非屬易事，是依本法第 11條之教示

規定，於誤向無處分或勸告等權限之行政機關為通報時，該行政機關

應教示該公益通報者，對該通報對象事實有處分或勸告權限之行政機

關為公益通報，因此，於該公益通報者依教示而向對該通報對象事實

有處分或勸告權限之行政機關為通報時，就結果而言，仍得因其為第

二款通報而受本法保護。另於匿名通報之情形時，因為無法得知通報

者之連絡方式而無法為上開教示時，有認為該受通報之行政機關，應

有義務通知該有處分或勸告權限之行政機關59。 

    現行法於第二款通報並未如第一款通報定有得向預先指定之通

報窗口通報之規定，然實際上確實有行政機關指定法律事務所等行政

機關以外之外部窗口之案例，且就比較小規模之地方自治團體為減輕

費用負擔，亦有與其他地方自治團體共同設立外部窗口之必要性，因

此有認為第二款通報之通報對象應與第一款通報相同，得向有處分或

勸告權限之行政機關或該機關所預先指定之通報窗口為通報60。 

(二)受保護要件： 

    第二款通報之保護要件主要有二，即 1、不得基於不正目的(本

法第 2條第 1項)。2、具有充分且相當之理由相信通報對象事實已發

生或即將發生(本法第 3條第 2款)。可知與第一款通報之要件相較，

增加了通報內容之真實相當性要件，主要乃因向行政機關為外部通報，

於不實通報之情形，存有不當損害事業正當利益之可能性，因此才規

定較第一款通報更為嚴格之受保護要件，不得僅單純以傳聞即向行政

機關為通報，須有相當之資料或根據始得通報。 

    此款常被討論的是與刑事訴訟法中告發之關係為何之問題，因為

就所謂「有處分或勸告權限之行政機關」而言，有犯罪偵查、公訴權

限之檢察官、檢察事務官或司法警察等均包含在上述定義內，惟因刑

事訴訟法之告發，須對偵查機關就犯罪事實為申告，請求訴追處罰之
                                                      
59
 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会，「通報者のための公益通報ハンドブック」，

頁 39，民事法研究会，2005年 11月初版。 
60 提高實效性檢討會行動小組之報告書，頁 17，2016年 12月。 
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意思表示為必要，相對於公益通報者保護法並不以訴追處罰之意思表

示為必要，僅要求不得基於不當目的及通報內容之真實相當性等要件，

因此與刑事訴訟法之告發並無扞格之處，且比較第二款通報與刑事訴

訟法告發之要件，第二款通報因有真實相當性之要求，保護要件甚至

較刑事訴訟法之告發嚴格，因此於滿足第二款通報要件之告發時，依

本法規定以公益通報為由之解雇為無效，而於未滿足第二款通報要件

之告發時，如不具有真實相當性時，此時雖無本法保護之適用，仍得

循解雇權濫用等一般法理請求救濟。日本法院就內部告發正當性之判

斷標準，包含內部告發之真實性、目的正當性、就該組織而言告發內

容是否重要、告發手段或方法之妥當性等四項判斷標準61。上開第二

款通報之要件較刑事訴訟法告發要件嚴格之情形亦招致批評，認為具

有監督權限之行政機關本應對該受通報事實為調查確認，向對於刑事

犯罪事實有調查權限之警察或檢察署為公益通報之要件較告發為嚴

格顯無合理之理由，並舉英國之公益情報公開法為例，向指定之行政

機關為通報時，此外部通報僅須通報者主觀上合理信賴即可，無要求

須具有客觀上之真實相當性要件62。 

    對於第二款通報之真實相當性要件，無論係提高實效性檢討會行

動小組或消費者委員會公益通報者保護專門調查會均認為應朝緩和

此要件之方向改正，蓋向有監督權限之行政機關通報之行為，該受理

通報之職員負有守密義務，與向行政機關以外之對象為外部通報相較，

應較無侵害事業正當利益之虞，不應與毀損名譽等犯罪行為有相同之

免責標準，且實務上確曾出現過各個通報雖均不具足夠之根據，但綜

合各個通報內容後即發覺不正行為之案例，因此縱使未具有充分根據

之通報亦應有蒐集之必要63。且因為向事業為內部通報時，容易知悉

是何人為通報，通報者因害怕遭受不利益對待而不願通報，因此現行

實務上向事業內部為通報有轉趨消極之情形，且因迄今事業內部通報

制度機能不全，而導致內部通報所欲達成之企業內部自行改正之目的

                                                      
61 日野勝吾，「公益通報者保護法制度の役割と活用に向けた課題」，日本勞働法學會

誌第 130期，頁 135， 2017年 10月。 
62
 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会，「通報者のための公益通報ハンドブック」，

頁 38，民事法研究会，2005年 11月初版。 
63 提高實效性檢討會行動小組之報告書，頁 16，2016年 12月。 
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有其極限，又中小企業難以負擔內部通報制度之成本，而認為應強化

向行政機關為通報之機能，因此，消費者委員會公益通報者保護專門

調查會基本上亦贊同應緩和向行政機關為通報之要件，惟仍主張因為

勞動者對事業負有一定忠實義務，而維持第二款通報與第一款通報間

保護要件之差異，惟具體應如何規定，應將真實相當性要件替換為何

要件，或在該當某些情形時即不要求真實相當性要件仍有待進一步整

理，然均應以具有一定之預見可能性為前提，例如可參考第三款通報

之立法方式，在一定客觀之情形下，可以判斷事業內部通報體制不完

備，難以期待事業內部依通報而改正，而有促進向外部為通報之情形

時，即可考量此時為第二款通報無須以真實相當性為要件。然在緩和

真實相當性要件之同時，應同時考量的是在第二款通報件數大幅增加

時，行政機關之負擔能力及能否適切對應之問題64。 

(三)行政機關之調查及採取適當措施之義務： 

    依公益通報者保護法第 10條第 1項之規定，行政機關受理第二

款通報後，應進行必要之調查，於認有該公益通報之通報對象事實存

在時，應採取基於法令之措施或其他適當之措施。本條雖規定行政機

關有調查及採取適當措施之義務，惟本條並非賦與行政機關新的調查

及採取適當措施之權限，而係要行政機關基於既有權限調查及採取適

當措施，例如為了避免再犯而為行政指導；又因本條之行政機關文義

上包含偵查機關，因此認為不應使行政機關負有將相關調查及所採取

措施之內容通知公益通報者之義務，因此認本條所謂「其他適當之措

施」並不包含通知義務、保密及個人情報保護在內，惟於公益通報者

保護法之法案審議之際，參、眾兩院對通知及與通報有關之秘密及個

人情報等均作成附帶決議，並於「國家行政機關對於依公益通報者保

護法所為通報之對應方式之指導方針(來自外部勞動者等之通報)」中

規定行政機關負有通知努力義務，且應保護與通報有關之秘密及個人

情報65。 

    就此日本律師公會認為有修法之必要，認現行公益通報者保護法

雖規定行政機關受理通報後，應進行必要之調查及採取基於法令之措
                                                      
64
 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 19，2018年 12月。 

65 消費者庁消費者制度課，「逐条解説 公益通報者保護法」，頁 172，商事法務，2016

年 4月初版。 
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施或其他適當之措施，然因未有通知義務之規定，公益通報者對於行

政機關究有無進行調查、有採取何措施均無法知悉，且雖然上開指導

方針內訂有行政機關之通知努力義務，惟此僅為努力義務之規定，且

並未訂有期限，因此行政機關恐有對通報置之不理之可能，再者，過

去確曾發生過向行政機關通報後遭置之不理超過一年，且該公益通報

者姓名遭洩漏而遭解雇之案例(島根自治勞共濟事件)，因此認為應明

確規定行政機關進行調查之相當期間，並就有無採取相當措施有通知

公益通報者之必要，而建議本法第 10條第 1項應修正如下：「I書面

受理第二款通報之行政機關，就該通報對象事實有處分、勸告等權限

時，應盡速進行必要之調查，於認有該通報對象事實存在時，應於受

理該公益通報起六十日內，採取基於法令之措施或其他適當之措施。

II除前項規定外，行政機關首長於有事務處理上之困難或其他正當

理由時，得於六十日之限度內延長之。III行政機關首長對公益通報

者，就已開始針對通報對象事實調查之意旨、或判斷無通報對象事實

存在之意旨、或已採取基於法令之措施或其他適當措施之意旨，應通

知公益通報者，不得遲延；於依前項規定延長期間時，亦應以書面通

知延長後之期限及延長之理由，不得遲延。」66以供修法之參考。 

三、向行政機關以外之對象為外部通報 

    依公益通報者保護法第 3條第 3款規定，具有充分且相當之理由

相信通報對象事實已發生或即將發生，且符合該款所定任一情形(具

外部通報相當性)時，得向防止該通報對象事實發生或損害之擴大而

認有必要之對象為公益通報，此為向行政機關以外之外部對象為公益

通報之規定(以下簡稱第三款通報)。 

(一)通報對象： 

    關於行政機關以外之外部通報對象，公益通報者保護法明定兩項

限制，第一項限制就是該受通報對象須對於防止該通報對象事實發生

或損害之擴大而認有必要者，該當此種通報對象具體舉例如下：如保

護消費者利益之消費者團體、促進加盟事業公正活動之事業團體、監

                                                      
66 日本弁護士連合会，「公益通報者保護法日弁連改正試案」，頁 25，2015年 9月。 
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督社會福利設施事業內容之社福監督團體、由律師參與運作之公益通

報者支援團體等。 

    依公益通報者保護法第 2條第 1項規定，通報對象尚包含因通報

對象事實而受害或有受害之虞者，此乃因被害者與通報對象事實有較

強之利害關係，對其通報有助於防止通報對象事實之發生與損害之擴

大，舉例而言，如購買含有有害物質之食品之消費者、居住於排出有

害物質之周邊居民等。另依同條項之規定，排除與該勞務提供者立於

競爭地位者及其他正當利益有受損害之虞者為通報對象，此規定之理

由在於勞動者縱使在進行公益通報時，亦不得不當侵害事業之正當利

益，即出於勞動者之忠實義務之考量。 

(二)受保護要件： 

    第三款通報之保護要件主要有三，即 1、不得基於不正目的(本

法第 2條第 1項)。2、具有充分且相當之理由相信通報對象事實已發

生或即將發生(真實相當性)。3、符合第 3條第 3款所定外部通報相

當性要件之一。第三款通報與前二款相較要件最為嚴格，除與第二款

相同之目的正當性、真實相當性要件外，尚增加外部通報相當性之要

件，此乃因進行外部通報時，行政機關以外之通報對象，未如行政機

關一樣有守密義務，於調查後證明通報非屬事實時，此外部通報對於

事業之形象、名譽將造成傷害，且勞動者對事業負有一定之忠實義務，

僅於第 3條第 3款所定各情形出現時，即要求通報者為內部通報已無

期待可能性時，始得為第三款通報，以下就外部通報相當性要件分述

之： 

1、具有充分且相當之理由相信倘為前二款所定之公益通報，將受到

解雇或其他不利益之對待時： 

    此處所謂具有充分且相當之理由相信將受到解雇或其他不利益

之對待難以一概而論，須就個案判斷之，舉例而言，可能有下列情形：

(1)過去該事業實際上曾出現有勞動者因對事業為通報而遭受不利益

對待之具體案例。(2)企業內部規則並未明文記載禁止對於通報者為

不利益對待或保護通報者之秘密等條款，且未依照「公益通報者保護

法有關民間事業之指導方針」，建立或運作完善之內部通報制度。 (3)

實行犯罪行為、法令違反行為或就通報置之不理等情形，並認與經營
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者有關。(4)公司內多數人與犯罪行為或法令違反行為有關之情形。

有上開所舉各種情形即可認為通報者應具有相當理由相信倘為前二

款之公益通報，將受到解雇或其他不利益之對待，而得為第三款之通

報。 

2、具有充分且相當之理由相信倘為第一款所定之公益通報，與該通

報對象事實相關之證據有遭湮滅、偽造或變造之虞時： 

    倘有充分且相當之理由相信於為第一款所定之公益通報時，事業

有湮滅、偽造或變造與該通報對象事實相關證據之虞時，對於該事業

改正受通報之犯罪行為或法令違反行為即無期待可能性，甚且有湮滅、

偽造或變造證據之危險，此時即應以外部通報為適當，而於何情形始

該當「有充分且相當之理由相信證據有遭湮滅、偽造或變造之虞」亦

難一概而論，舉例而言，可能有下列情形：(1) 過去該事業實際上曾

出現過於受通報後，即湮滅、偽造或變造相關證據之具體案例。(2) 實

行犯罪行為、法令違反行為或就通報置之不理等情形，並認與經營者

有關，且相關證據由其等保有之情形。(3) 公司內多數人與犯罪行為

或法令違反行為有關之情形。(4)重要證據並未受到適切之管理，而

處於容易進行湮滅證據之狀況。上列情形均應認為已有充分且相當之

理由相信倘為公益通報，與該通報對象事實相關之證據將有遭湮滅、

偽造或變造之虞，而應以外部通報為適當。 

3、勞務提供者無正當理由要求不得為前二款所定公益通報之情形： 

    此處所謂無正當理由，舉例而言：公司內部規則明訂禁止一切對

於包含有權限之行政機關在內之外部通報行為，或經內部調查確實存

有通報對象事實，公司之方針卻仍決定不對有權限之行政機關報告或

公布等情形，應均屬無正當理由。至所謂正當理由，針對通報對象事

實之改善措施已全數執行完畢，或通報對象所生事案已向該管行政機

關報告且改正完畢之情形，此時要求勞動者不得對於同件事情再為外

部通報，應認為尚非無正當理由67。 

4、以書面為第一款所定公益通報起經過20日，對於該通報對象事實，

事業未為開始調查之通知或無正當理由不為調查之情形： 

                                                      
67 消費者庁消費者制度課，「逐条解説 公益通報者保護法」，頁 117，商事法務，2016

年 4月初版。 
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    事業於受通報後經過一定期間，仍未見對於該通報對象事實有所

調查、改正等作為時，應認得向行政機關以外之外部通報為適當，然

此時應面臨之問題為依各犯罪行為或法令違反行為態樣之不同，所必

要之調查、改正之時間亦應有所不同，統一就所有情形規定一固定之

期間有所困難；惟倘未於法律明定相當期間，將可能因事業與通報者

間解釋上之差異，而產生公益通報保護制度運用上之混亂，因此，本

法於綜合考量上開利弊後，定 20日為相當期間，倘於該 20日期間經

過後未為開始調查之通知或無正當理由不為調查時，即可認為內部通

報無效果，而允許通報者為行政機關以外之外部通報。 

    此處規定應以書面通報之方式為之，係為了保存證據之考量，避

免通報者與事業間就通報時點產生各說各話之情形。而此 20日之起

算日，係依民法之到達主義，即該公益通報書面到達之翌日起算 20

日。至該通報對象事實前業經調查完畢，且經判斷無再為調查之必要

時，此時即無從為「已開始調查之通知」，應得以「業經調查完畢之

通知」代替之。另可能出現事業雖為開始調查之通知，然實際上卻未

為任何調查，或開始調查後即行擱置之情形，因此亦規定於無正當理

由不為調查之情形，亦得為行政機關以外之外部通報。至於何謂正當

理由，舉例言之，如通報前業經相當調查，而該通報對象事實經判明

不存在之情形；或對於該通報對象事實經判明無從為任何調查之情形

等。68 

5、具有充分且相當之理由相信個人之生命或身體發生危害或急迫危

險之情形： 

    倘因通報對象事實可能致個人之生命或身體發生危害或急迫危

險，以內部通報之方式無法充分迴避該危險之情形時，考量依外部通

報所能保護之利益與因此可能對事業產生之不利益，而明定得為外部

通報。但此處僅限於對個人生命或身體發生危害或急迫危險之情形，

倘通報對象事實僅會對財產產生危害時，因有異於對生命或身體所可

能產生不可回復之損害，因此不認為此時有須特別保護之重大公益存

在，而不包含在此處之保護範圍內。至於可能致個人之生命或身體發

                                                      
68 内閣府国民生活局企画課，「詳説 公益通報者保護法」，頁 86，ぎょうせい，2006

年 6月再版。 
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生危害或急迫危險之情形，例如違反安全標準之食品已在市面上販賣

流通、隱瞞違反道路運送車輛法之應予召回車輛之情形、旋轉門因構

造上之缺陷導致持續發生人身事故卻怠於進行安全性之改善措施等

情形，以上均應屬可能致個人之生命或身體發生危害或急迫危險之情

形，而得為行政機關以外之外部通報。 

    所謂「具有充分且相當之理由」相信個人之生命或身體發生危害

或急迫危險之情形，不僅以通報者主觀上相信即為已足，惟倘於通報

時客觀上足使人相信將發生危險之情事確實存在，然事後確認該危險

並不存在之情形，仍應認該為外部通報之通報者應受到保護69。 

(三)關於受保護要件之檢討 

1、真實相當性： 

    有關第三款通報之真實相當性要件應否保留之問題受到不少討

論，認應緩和本款真實相當性要件者認為此要件證明難度高，且讓自

己暴露在各式各樣風險下為公益通報之人，難認其中有許多抱持著馬

虎態度即為通報之人，而須以此要件來限制。另一方面認應維持真實

相當性要件者則認為第三款通報因該通報對象事實可能立即為大眾

所知，甚至將導致事業倒閉之程度，倘未予真實相當性要件之限制，

此等毫無根據即為通報之情形恐大幅增加。 

    提高實效性檢討會行動小組認為因為第三款通報有各式各樣之

通報對象，未必所有通報對象之職員均負有守密義務，通報對象事實

向外部公開之可能性相對較高之考量下，關於緩和第三款通報真實相

當性要件部分，有慎重檢討之必要70。消費者委員會公益通報者保護

專門調查會亦認為在現今資訊可能瞬息擴散之時代，非屬事實之通報

所造成之風評損害將難以回復，而認應維持真實相當性之要件71。就

此，日本律師公會則認為應緩和真實相當性原則，而改以僅須有「合

理之理由」即可，其主張為了讓公益通報者保護法發揮保護公益通報

者、促進通報對象事實之公開及改正、抑制違法行為等目的，於緩和

第三款通報之要件後，將可發揮對於第一款、第二款通報之監視機能，

而使各通報方式更能發揮其原有功能，尤其是對於大眾媒體之通報，
                                                      
69
 松本 恒雄，「Q&A 公益通報者保護法解説」，頁 101，三省堂，2006年 7月初版。 

70 提高實效性檢討會行動小組之報告書，頁 17，2016年 12月。 
71 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 20，2018年 12月。 
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對於社會大眾知的權利擔任極為重要之角色，且現狀下因難認事業有

充分認識公益通報者保護制度之意義及功能，縱使設有通報窗口亦難

保通報者不會因公益通報而受不利益之對待，因此認為應緩和第三款

通報之真實相當性要件72。 

2、第三款特定事由相當性： 

    日本律師公會就現行法所列各特定事由，提出下列之檢討意見，

如對於「勞務提供者無正當理由要求不得為前二款所定公益通報之情

形。」部分，認為實務上會明目張膽地要求不得為第一款、第二款公

益通報之情形應屬少見，而有防止因為背地裡之壓力所造成之通報猶

豫之必要，因而建議應改為「勞務提供事業無正當理由，明示或默示

要求不得為前二款所定公益通報之情形。」。又就「為第一款通報起

經過 20日，事業未為開始調查之通知或無正當理由不為調查之情形。」

部分，認為 20日之期間過長，為了實現公益通報之意義，應以 2週

之期間為適當，且除了未為開始調查之通知或無正當理由不為調查外，

尚應包含未充分調查即回覆通報對象事實不存在之情形73。 

    另受到討論的有認為應緩和此特定事由相當性要件，擴充特定事

由之類型，例如(1)在犯罪發生之情形，雖已向有權限之行政機關通

報，但經一定期間後該行政機關未為任何應對、或(2)重大財產受損

害，且無法期待內部通報予以改正之情形、或(3)於課予事業整備內

部通報機制義務之前提下，事業卻未履行該義務等情形，均應檢討是

否亦屬得為外部通報之特定事由。 

    第三款通報所設之真實相當性及特定事由相當性要件，均係考量

於通報之同時，避免侵害事業之正當利益。消費者委員會公益通報者

保護專門調查會基本上肯定應擴張特定事由之範圍，惟僅贊成擴張上

開(2)、(3)之特定事由，理由以下分述之：首先係就(1)已向有權限

之行政機關通報，但經一定期間後該行政機關未為任何應對之情形，

因為此時被通報之事業雖無過失，僅因行政機關之過失，即使該事業

受有得為外部通報之不利益，難認適當，因此認為不應擴張及於此特

定事由。於(2)重大財產受損害，且無法期待內部通報予以改正之情

                                                      
72 日本弁護士連合会，「公益通報者保護法日弁連改正試案」，頁 14，2015年 9月。 
73 日本弁護士連合会，「公益通報者保護法日弁連改正試案」，頁 15，2015年 9月。 
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形，此時之財產損害須符合重大之要件，即可能因為不為外部通報而

導致難以回復之損害時，即應擴張此特定事由得為外部通報。至(3)

於課予事業整備內部通報機制義務之前提下，例如策定執行方針、各

事業對於各情事採取有彈性之通報機制等，然事業卻未履行該義務之

情形時，即認應擴張為第三款通報之特定事由，然亦有批評認為此特

定事由之基準過於曖昧，且有可能僅係因為不滿內部通報之應對態度，

即主張內部通報機制不完備而為外部通報之情形，是雖結論上贊同應

擴張此特定事由，惟立法技術上應整理出自外觀上即得判斷是否已履

行整備內部通報機制義務之客觀要件74。 

捌、保護公益通報者之手段 

    公益通報者保護法目前對於保護公益通報者之手段主要規定在

第 3條(解雇無效)、第 4條(派遣契約解除無效)、第 5條(不利益對

待禁止)，可知均屬於民事法上之保護規定，未設有刑事罰效力之規

定，立法過程中對於究否應規定刑事罰則之效力亦有所討論，主要仍

係考量本法究應達如何之強制程度，結論認為無須以刑事罰則做為擔

保，主要乃因本法為普遍性之規定，倘就確保各別法令實效性之觀點，

認有加入刑事處罰效果之規定時，則再於各別法令規定之75，例如依

日本有關核原料物質、核燃料物質及原子爐等規制法第 66條第 1項

規定，勞動者於核子事業有違反法律或命令之情形時，得向主管機關

原子能規制委員會申告，依同條第 2項規定，該事業不得以該申告為

理由而解雇申告者或為其他不利益之對待，且於同法第 78條規定就

違反第 66條第 2項者，處以一年以下有期徒刑或一百萬日圓以下罰

金，此即為針對與原子能有關之違法行為，以刑事罰為手段擔保該申

告者不至於受到解雇或不利益之對待，是認僅須於各別法律規定之，

而無於公益通報者保護法設刑罰規定之必要76。惟就此日本律師公會

                                                      
74 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 21，2018年 12月。 
75 遠藤元一，「公益通報者保護法改正のグランドデザイン : Whistleblower 

Protection Laws in G20 Countries Priorities for Action を参照した改正提言」，

國際商事法務第 45卷第 4期，頁 533， 2017年。 
76 消費者庁消費者制度課，「逐条解説 公益通報者保護法」，頁 96，商事法務，2016

年 4月初版。 
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採不同見解，認為比起現行法僅有解雇無效或是對公益通報者為不利

益對待時可能有民事法上之損害賠償問題，倘能對違反本法之事業者

導入刑事處罰規定，將更能擴大公益通報者保護必要性之認識，使本

法之趣旨更能廣泛滲透至社會中77。 

    關於事業違反公益通報者保護法時，究否應導入相關行政措施或

刑事罰制度，提高實效性檢討會行動小組、消費者委員會公益通報者

保護專門調查會均進行不少之討論，認公益通報既係以公益為出發點，

倘對於事業之不利益對待等行為無法有效抑制，而無法提供公益通報

者充分之保護時，通報者將對於通報乙事轉趨消極，而使公益通報制

度陷入機能不全、無法充分導正違法行為之可能，因此認為有檢討應

以如何之形式提供對於不利益對待之保護，主要考量方向有二，一是

藉由命令、勸告、公告、斡旋、調停、諮詢、行政指導等行政上之手

段，二是藉由導入刑事處罰為手段，以提高公益通報者保護法之實效

性78。 

    首先就命令部分，贊成者認為為使公益通報制度發揮應有機能，

就遭遇不利益對待之通報者設立救濟制度，即應就該不利益對待設立

命令制度；反對者則認為行政命令最終亦可能成為司法訟爭對象，因

此希望能有如勞動委員會等進行嚴格事實認定之組織，然因設立此種

組織之必要性未必如此之高，因此設立上有一定困難度，而認命令制

度應慎重其事，再者，倘已設有命令制度，關於發出命令應遵守一定

之行政程序，即應賦予行政程序法之聽取意見或辯解之機會，然因在

爭執不利益對待之效力時，該不利益對待之動機常有正當與不正當競

合之情形，為判斷何動機為該不利益對待之決定性因素，對於當事人

雙方之釐清程序亦甚為繁瑣，因此於遵守嚴格之程序時，命令制度所

欲達成迅速救濟之目的即屬困難，除可能花費甚至較現行勞動審判或

假處分命令等制度更多時間外，更產生有無必要花費如此多行政資源

之疑慮，因此提高實效性檢討會行動小組基本上持保留之態度。 

    次就勸告、公告部分，多為與勞動關係有關之法律所採用，贊成

者認為勸告、公告制度因具有一定之抑止效果，且不會衍生非常大之
                                                      
77
 日本弁護士連合会，「公益通報者保護法日弁連改正試案」，頁 30，2015年 9月。 

78 奧村寬昭，「公益通報(内部告発)制度を実効あるものに!」，消費者法ニュース第

112期，頁 190， 2017年 7月。 
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問題，對於公益通報制度未抱持高度意識之中小企業，可使其更為理

解公益通報制度；惟反對者則認為在公告之情形下，倘為大眾傳播媒

體所報導，可能產生該事業之信用毀損問題，且特別就中小企業而言，

恐無法承受而難以繼續經營，且依現今網路傳播之擴散速度，一旦在

網路上擴散之情報即難以修正。再就斡旋、調停、諮詢、行政指導等

部分，現行制度下，受不利益對待之通報者所能利用之制度非常有限，

而在勞動紛爭之情形，勞動局就個案所進行之斡旋、調停、諮詢、行

政指導等行政措施，因為和解率高，因此認為可做為訴訟前得利用之

制度，諮詢、行政指導對被通報之事業而言亦有高度需求79。綜上，

消費者委員會公益通報者保護專門調查會認為就抑止不利益對待之

觀點，應有針對以公益通報為由向公益通報者為不利益對待之事業導

入行政措施之必要，現行法僅有民事上效果應有所不足，惟亦認為現

時點導入過大之行政措施應非妥當，應以能促使事業能自主改善之措

施為必要，因此，首先考量者為行政指導，促使事業改正其不利益之

對待，然倘為較重大或惡性較高之對象時，則應以勸告之方式為之，

於不遵從勸告時再進行公告，以此行政指導、勸告之方式可快速達到

改正之效果，對於為不利益對待之事業亦有制裁之效果，且可期待對

於其他事業將有抑止之效果，然此均應踐行慎重之調查及事實認定程

序。至於行政命令制度之導入，乃至於以行政命令導入為前提之刑事

罰(間接罰)之導入，即違反該針對不利益對待之行政命令時之刑責規

定，則均認為仍有檢討之必要80。 

    以下就本法目前主要保護手段分述如下： 

一、解雇無效 

    公益通報有如上所述第一款至第三款通報等方式，為實現對於犯

罪行為或法令違反行為進行通報之公益性與事業正當利益之保護間

之平衡，依照通報方式之不同設有諸多限制要件，因此於公益通報者

遵守上開規定為通報時，倘事業仍以公益通報為由解雇通報者時，不

問該通報者是否有違反指揮命令或誠實義務等，該解雇行為均屬無效，

                                                      
79 提高實效性檢討會行動小組之報告書，頁 20-22，2016年 12月。 
80 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 34-35，2018年 12月。 
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此乃因上開就各種通報方式之要件限制，已充分考量事業正當利益之

保護，且解雇對身為勞動者之公益通報者而言具重大影響，公益通報

者為與公益有關之通報行為應有受保護之必要。 

    日本勞動基準法第 18條之 2規定「解雇倘欠缺客觀、合理之理

由，且於社會通念上認為不相當時，該解雇為無效」，與公益通報者

解雇無效之條文相比，較不明確而欠缺事前預測可能性，惟公益通報

者保護法規定之存在並不會排除上開勞動基準法規定之適用，於不符

合第一款至第三款之公益通報時，雖無法適用公益通報者保護法使該

解雇為無效，惟仍得依勞動基準法之規定，判斷該解雇是否欠缺客觀、

合理之理由，且於社會通念上認為不相當，而有勞動基準法解雇權濫

用規定之適用81，此部分公益通報者保護法第 6條第 1項亦定有明文。

另依公益通報者保護法第 6條第 2項規定，本法第 3條規定不妨礙勞

動契約法第 16條規定之適用，亦即當公益通報不符合第一款至第三

款通報之要件，而不受公益通報者保護法保護時，仍得依勞動契約法

第 16條規定，主張該解雇欠缺客觀合理之理由，且依社會通念亦不

相當，應屬權利濫用而無效。 

二、派遣契約解除無效 

    派遣契約是存在於派遣事業與要派事業間之契約，理論上派遣契

約雖然終了，但與派遣勞動者之雇用關係終了並無直接關係，然因派

遣勞動者是基於派遣契約在要派事業從事業務，在派遣契約終了後，

至少就無法繼續在該要派事業繼續從事業務，實質上確與雇用關係終

了有所關連，因此本法為了確保派遣勞動者之雇用安定性，於派遣勞

動者所為公益通報符合第一款至第三款通報之要件時，要派事業所為

之解除派遣契約行為無效。又因派遣契約是存在於派遣事業與要派事

業間之契約，是在要派事業解除派遣契約之情形時，應係由派遣事業

主張該解除行為無效，而於解除契約受有損害之情形時，亦係由派遣

事業向要派事業請求損害賠償82。 

                                                      
81
 内閣府国民生活局企画課，「詳説 公益通報者保護法」，頁 73，ぎょうせい，2006

年 6月再版。 
82 内閣府国民生活局企画課，「詳説 公益通報者保護法」，頁 93，ぎょうせい，2006
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三、不利益對待禁止 

    公益通報者保護法第 5條第 1項規定，事業不得對其所僱用或曾

僱用之公益通報者，以其曾為第 3條各款所定之公益通報為理由，對

該公益通報者處以降級、減薪或其他不利益之對待。此處所謂不利益

之對待，除了法條所例示之懲戒處分之外，另還包含其他事實上之不

利益行為，例如未該當懲戒處分之訓誡、嚴重警告、自宅待命之命令，

或不利益之職務變更等人事上差別待遇之作為與不作為、加薪、升等

待遇上之差別待遇之作為與不作為、強迫正式員工變更契約為非正式

員工或強迫離職、僅讓該名通報者處理公司雜務、辦公室座位與所有

人分開、與公司有關活動均不連絡等各式各樣之不利益對待，然就職

務轉換或外派而言，究係公司基於業務活動之必要性所為考量，抑係

報復或制裁之措施，於個案上難以明確區分，因此多成為裁判上之爭

點，然實務上與內部告發、制裁或報復有關之審理，因法院盡量勸諭

和解之原因，而未達於判決之程度，因此此類判例之蒐集研究實屬困

難83。 

    另就派遣勞動者之保護部分，依公益通報者保護法第 5條第 2項

規定，要派事業不得以派遣勞動者進行公益通報為由，要求該公益通

報者所屬之勞動者派遣事業更換派遣勞動者，亦不得為其他不利益之

對待，例如要求該派遣勞動者專門處理雜務等不友善之就業環境。 

    又本條僅規定不得為不利益之對待，未如同法第 3條就解雇直接

規定為無效，而未一律使該不利益對待無效，此乃因比起否定該不利

益對待之效力，例如否定對公益通報者為訓誡、嚴重警告等行為之效

力，以禁止規定方式，使公益通報者得依此請求損害賠償，應對公益

通報者更為有利。惟此並非意味事業違反不利益對待禁止之規定時，

該不利益對待並非沒有無效之餘地，如依日本勞動契約法第 14條規

定，事業命勞動者外派時，倘該外派命令之必要性，與選定該勞動者

有關之情事相對照，得認為有權利濫用之情形時，該外派命令即為無

                                                                                                                                                        
年 6月再版。 
83山口 利昭，「内部告発・内部通報―その「光」と「影」―」，頁 96，経済産業調査

会，2010年 7月初版。 
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效。另依日本勞動契約法第 15條規定，事業對勞動者為懲戒處分時，

倘該懲戒處分與選定該勞動者有關之情事相對照，欠缺合理理由，且

依社會通念亦認為不相當時，該懲戒處分亦屬權利濫用而無效。是違

反本條不利益禁止之規定時，除依上開勞動契約法第 14條、第 15條

而無效外，另可依民法第 1條第 3項之權利濫用或民法第 90條之違

反公序良俗等規定而無效84，因此公益通報者保護法第 6條第 3項即

明定本法第 5條之不利益對待禁止規定，不妨礙勞動契約法第 14條、

第 15條之適用。 

玖、公益通報者相關責任之減免 

  現行公益通報者保護法就此部分並無相關規定，然實務上討論甚多

之部分有「舉證責任之緩和」、「通報行為所伴隨之民事損害賠償責任

之減免」及「通報行為所伴隨刑事責任之減免」等課題，以下分述之： 

一、舉證責任之緩和 

    通報者在遭遇解雇或解雇以外之不利益對待時，雖然能主張依公

益通報者保護法受保護，然訴訟上應由通報者對有利於己之事實，即

該解雇或解雇以外之不利益對待係因通報為由乙事負舉證責任，因相

關情報或證據資料有偏在事業方之特性，對通報者而言舉證係屬極大

之負擔，尤其在對於通報者有重大影響之解雇之情形，是消費者委員

會公益通報者保護專門調查會認為為使公益通報者能安心通報，多數

意見均贊成以公益通報為由所為解雇之舉證責任應予緩和，至緩和之

具體方法於參考實務上案例後，倘公益通報者於通報後一年內遭解雇

時，則轉換由事業就該解雇係基於公益通報以外之理由負舉證責任，

然倘採此種舉證責任緩和之方式，於通報者惡意濫用通報之情形時，

因一年內解雇將有舉證責任轉換之適用，該事業為了避免無謂之紛爭，

只好在一年內不敢解雇該惡意之通報者，而有害事業勞務管理彈性之

可能，且縱使是符合要件之公益通報，亦有遭到事業於一年期滿後立

                                                      
84 消費者庁消費者制度課，「逐条解説 公益通報者保護法」，頁 128，商事法務，2016

年 4月初版。 
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即解雇之可能，因此亦有認為應不限定期間一律將舉證責任轉換至事

業之意見，總而言之，消費者委員會公益通報者保護專門調查會雖多

數意見均贊成以通報為理由所為解雇之舉證責任應予緩和，惟具體做

法仍未達成共識85。 

    另就解雇以外之不利益對待部分，日本律師公會認應增設「推定

為不利益對待」之情形，即事業倘出現下列 4種情形之一即推定係因

公益通報而為不利益之對待：1、試圖探詢公益通報者之真實身分，2、

為一定之妨害使公益通報無法進行，3、強迫要求撤回公益通報，4、

公益通報後一年內對公益通報者為不利益之對待。此乃因判例上亦承

認事業擁有一定彈性之人事裁量權，因此當公益通報者遭遇到調職、

升級或加薪上之差別待遇等不利益對待時，要證明該不利益對待係以

公益通報為由並非易事，結果將使公益通報者對於公益通報有所躊躇，

是認僅有不利益對待禁止之規定顯然不足，倘於事業為上列行為時推

定係因公益通報而為不利益之對待，將能有效提高不利益對待禁止之

實效性，且此推定係減輕公益通報者之舉證責任，因事業掌握相關人

事資料，要提出證據證明該不利益對待非出於公益通報之原因，而係

基於其正當之人事裁量權並非難事86，因此此推定之規定對企業而言

亦非屬不合理。惟此部分究否應將舉證責任轉換至事業，消費者委員

會公益通報者保護專門調查會認為因所謂不利益對待之範圍甚廣，且

在爭執不利益對待之違法性時，原則上勞動者被課與舉證責任，是舉

證責任轉換已屬超越一般法理之效果，仍應就勞務管理實務受影響之

內容、程度等進行檢討87。 

二、通報行為所伴隨之民事損害賠償責任之減免 

    公益通報法中所謂「不利益之對待」雖可解釋為包含損害賠償請

求，而使對於公益通報者以公益通報為由請求損害賠償時，有解釋為

違法之可能，惟對照裁判制度之趣旨，仍應限於顯然欠缺相當性之情

形，始得認為該訴訟之提起為違法行為，因此為使通報者可以安心通

                                                      
85
 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 35，2018年 12月。 

86 日本弁護士連合会，「公益通報者保護法日弁連改正試案」，頁 20，2015年 9月。 
87 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 36，2018年 12月。 
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報，消費者委員會公益通報者保護專門調查會認為於滿足不利益對待

之受保護要件時，應增訂通報者不負以公益通報為由之損害賠償請求

責任之規定。然縱使有增設上開規定，亦並非意味著洩漏事業營業機

密之行為、毀損關係人名譽之行為或因公益通報而損害無關係之他人

正當利益之情形得以一律免責88。日本律師公會亦認為應增設相關民

事損害賠償減免之規定，其認為公益通報者會對於公益通報有所躊躇，

其中重要之一點即係害怕遭請求損害賠償，因公益通報者多為經濟上

之弱者，懼於遭請求損害賠償為公益通報之重大障礙，為促使公益通

報制度能更浸透至社會，並促進企業文化與意識之改革，認有必要導

入民事損害賠償責任減免之制度，並建議應新增如下規定：「與第三

條第一項各款公益通報之通報對象事實有關之事業，除該通報係基於

獲得不當利益、加損害於他人或其他以獲得不正利益為目的外，對於

該公益通報者，不得因該公益通報而請求損害賠償。」89 

三、通報行為所伴隨刑事責任之減免 

    公益通報行為某程度上倘未將事業內部資料攜出，將無法蒐集到

充足之證據，也無法著手相關調查或導正之措施，而使公益通報之機

能無法發揮，因此有認為因為公益通報本身屬正當行為，該正當行為

所伴隨之資料攜出等行為亦應判斷為正當，而認應減免攜出內部資料

等違法行為之刑事責任；惟反對者則認為現行法已有如緊急避難或正

當行為(刑法第 35條)等一般性正當化事由規定得以阻卻違法，公益

通報目的雖正當，然為達此目的而使用違法之手段，難認應一律減免

其刑事責任，應僅有非常例外之情形始能免責，因此倘於通報時將負

有守密義務之情報外流，仍不妨害事業者主張通報者之法令違反或就

業規則、契約違反之行為責任90。法院實務亦曾就攜出資料之目的與

手段不當或惡意時，肯定該攜出行為應負一定法律責任之裁判91。 

                                                      
88 消費者委員會公益通報者保護專門調查會報告書，頁 37，2018年 12月。 
89 日本弁護士連合会，「公益通報者保護法日弁連改正試案」，頁 24，2015年 9月。 
90 遠藤洋一，「公益通報、内部告発と法律上保護された秘密~秘密情報の適切な管理

のために」，Business Law Journal 第 125期，頁 59， 2018年 8月。 
91 中野真、佐藤元紀，「公益通報者保護制度の実効性の向上に関する検討会ワーキン

グ・グループ報告書の概要」，商事法務第 1088期，頁 86， 2016年 12月 15日。 
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    就此問題，提高實效性檢討會行動小組認為現行法上已有一般之

阻卻違法事由，且實際上有無刑事責任涉及到檢察官之訴追裁量，又

倘新增與通報有關之特有正當化事由，該特定之正當化事由之構成要

件係將通常會構成犯罪之事實類型化，該犯罪事實之違法性能否阻卻

應有嚴格判斷之必要92，是無論提高實效性檢討會行動小組或消費者

委員會公益通報者保護專門調查會均採較為保守之看法，認在現階段

就通報行為所伴隨刑事責任無增訂減免規定之必要。 

    惟日本律師公會則持相反見解，認依現行公益通報者保護法之規

定，公益通報者須證明該公益通報符合第一款至第三款通報之要件，

而證明其通報符合第一款至第三款要件所需資料通常係事業所屬資

料，公益通報者就該等內部資料影印或攝影並攜出之行為，均為刑事

處罰對象之行為，或向第三人提示之行為亦可能該當妨害名譽罪，倘

此等行為須受到處罰，實際上將造成公益通報相當大之阻力，且公益

通報者倘因此而猶豫不為通報時，可能錯過最佳之通報時機而使該通

報對象事實造成之損害擴大，是認有導入刑事責任減免規定之必要，

並建議條文內容如下：「為第三條第一項各款所示公益通報之公益通

報者所涉犯罪行為，除該公益通報者係基於獲得不當利益、加損害於

他人或其他以獲得不正利益為目的者外，得減輕或免除其刑。」，即

使該涉及犯罪之通報行為得準用自首之規定減輕或免除其刑93。 

拾、提高公益通報者保護法之實效性 

一、針對各種對象之指導方針 

    公益通報者保護法制定之初，為了積極促進各事業者之法遵經營、

確保國家行政機關能適切地對應處理通報事件，於 2005年 7月內閣

府國民生活局公布了「以民間事業為對象之與公益通報者保護法有關

之指導方針」，各關係省廳則於同時亦公布了「國家行政機關依公益

通報者保護法所為之通報對應之指導方針」，以求民間事業者及國家

                                                      
92 提高實效性檢討會行動小組之報告書，頁 28，2016年 12月。 
93 日本弁護士連合会，「公益通報者保護法日弁連改正試案」，頁 22，2015年 9月。 
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行政機關均能知悉公益通報制度之運作模式，而達到公益通報者保護

法之立法目的。 

    然而，改變企業文化、機關文化並非一蹴可幾，也不是法令施行

即可達到保護公益通報者之目的，公益通報者保護法歷經超過 10年

之施行，發現成效不彰，企業之內部通報制度無法發揮機能，大型醜

聞亦不斷發展或發生，因此自2015年起即開始了修法之一連串工作，

而各指導方針亦屬應檢討改進之一部分，並先後於 2016、2017年公

布了修正後之「以民間事業為對象之關於公益通報者保護法指導方

針」、「國家行政機關對於依公益通報者保護法所為通報之對應方式之

指導方針」，另並新增訂「地方自治團體對於依公益通報者保護法所

為通報之對應方式之指導方針」，希望能藉由新的指導方針之公布，

民間事業者、國家行政機關、地方自治團體均能依各指導方針，整備、

改善其內部通報制度，或制訂、修正相關之內部規程。各指導方針並

未強制各對象遵守，此由指導方針之文字用語多採「應屬適當」、「希

望能…」、「應有必要」、「應屬重要」即可明瞭，縱使係以「應有必要」

之最強烈之表示方式，亦不認為係課予何法律上之義務，不遵守該規

定亦非直接認定為違法94。以下分別介紹各指導方針之修正或增訂重

點95： 

 

(一) 以民間事業為對象之關於公益通報者保護法指導方針： 

    此指導方針係以民間事業為對象，於 2005年訂定，於 2016年修

正，修正重點係為達成促進事業者法遵經營為目標，並以(1)通報者、

(2)經營者、(3)中小企業、(4)國民、消費者等四個視角進行修正96，

期能提升內部通報制度之實效性，並將建議事業者應採取之內部通報

制度機制明確化、具體化。此次主要修正內容如下： 

1、以通報者之視角： 

主要目標係要達成「整備安心通報之環境」，具體做法包含：徹底保
                                                      
94 浜辺 陽一郎，『自社の内部通報制度の再点検 : 「公益通報者保護法を踏まえた内

部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン」への対応』，労政時

報第 3947期，頁 41， 2018年 3月 9日。 
95
 各指導方針之中譯內容請參閱附件一至三。 

96 杉田育子，「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備、運用に関する民間

事業者向けガイドラインの概要」，公正取引第 810期，頁 42， 2018年 4月。 



52 
 

護與通報有關之秘密，徹底禁止對通報者為不利益之對待，減免對於

自主通報者之懲戒處分等。 

2、以經營者之視角： 

主要目標係要達成「整備、運用由經營幹部主導之具有高度實效性之

通報制度」，具體做法包含：經營幹部各自應盡職責之明確化，整備

經營幹部以外具有獨立性之通報途徑，對內部通報制度持續進行評價、

改善。 

3、以中小企業之視角： 

主要目標係要達成「促進中小企業之內部通報制度」，具體做法包含：

配合規模及業種等實際情形，促進其採取適切之內部通報制度，並提

升關係企業全體之實效性。 

4、以國民、消費者之視角： 

主要目標係要達成「透過制度之適切運用，以實踐企業之社會責任」，

具體做法則為針對法令違反等行為，提升公司內部調查、改正措施之

實效性。 

 

(二) 國家行政機關對於依公益通報者保護法所為通報之對應方式之

指導方針： 

    此指導方針係以國家行政機關為對象，主要區分為二部分，第一

部分為針對來自機關內部職員之通報(即一號通報)，第二部分係針對

來自於機關外部勞動者等所為通報(即二號通報)，為使國家行政機關

得對上開二大類通報為適切對應而制訂此指導方針。 

    此指導方針於 2017年大幅修正、擴充內容，重點係為防止國家

行政機關對於通報為不適切之對應(如對通報置之不理、不適切之調

查、洩漏與通報有關之秘密等)，並以促使機關對通報為適切對應為

目標，主要修正、擴充之內容如下97： 

1、確保對通報為適切之對應： 

(1)公益通報以外之通報處理之正當化。 

(2)促進彈性且適切之通報對應(「真實相當性」要件之明確化)。 

                                                      
97 杉田育子、渡邊貴大，「公益通報者保護制度に関する国の行政機関向けガイドライ

ンの改正について」，商事法務第 1098期，頁 65、66， 2017年 5月 15日。 
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(3)確保調查方法等之適正性。 

(4)消費者廳對各行政機關之要求為必要之協助等。 

2、提高通報對應狀況之透明性： 

(1)對於通報者強化有關通報對應狀況之回覆。 

(2)對意見、不滿為適切、迅速之對應等。 

3、徹底保護通報者： 

(1)徹底保護與通報有關之秘密並防止洩漏個人情報等。 

(2)匿名通報處理之適正化。 

(3)強化對於通報者之追蹤等。 

4、提高通報對應之技巧： 

(1)對擔當者實施充分之教育、研修等。 

(2)透過定期性之研修、說明會等之實施，對於全體職員等為周知。 

(3)消費者廳對於各行政機關所進行之周知、研修等提供協助。 

5、對事業者、勞動者等為周知： 

(1)對各行政機關所轄事業有關之事業者、勞動者等周知相關制度。 

(2)促進契約或補助金交付對象事業者整備內部通報制度等。 

6、通報對應機制之評價與改善 

(1)依照職員或第三人之意見等為定期性之評價、檢驗，持續性為制

度之改善。 

(2)通報對應機制之運用狀況有關之情報公開等。 

 

(三) 地方自治團體對於依公益通報者保護法所為通報之對應方式之

指導方針： 

此指導方針係以地方自治團體為對象，主要亦區分為二部分，第一部

分為針對來自機關內部職員之通報(即一號通報)，第二部分係針對來

自機關外部勞動者等所為通報(即二號通報)，為使地方自治團體得對

上開二大類通報為適切對應，而就各地方自治團體之內部通報制度機

制所應具備之基本事項所為之指導方針，且因考慮到地方自治團體之

自主性及自立性，此指導方針之性質上屬依日本地方自治法第 245條

之 4第 1項所定技術性之建議98。 

                                                      
98 杉田育子、渡邊貴大，「公益通報者保護制度に関する地方公共団体向けガイドライ
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    此指導方針於 2017年新增，重點係為防止地方自治團體對於通

報為不適切之對應(如對通報置之不理、不適切之調查、洩漏與通報

有關之秘密等)，並促使對通報為適切對應為目標，主要內容如下： 

1、內部通報制度適切之整備及運用： 

(1)準用以國家行政機關為對象之指導方針，而促進適切之內部通報

制度。 

(2)除整備、運用更為充實之內部通報制度外，亦可能依照地方自治

團體之規模等實際情況，而採取適切之內部通報機制。 

(3)對各地方自治團體所制訂之條例等相關之通報亦為適切之對應。 

2、促進通報窗口之設置： 

(1)各地方自治團體既存窗口等之活用，此包含內部窗口(職業倫理或

勞務環境相關之諮商窗口等)及外部窗口(綜合窗口、公聽窗口、消費

生活中心、消費生活諮商窗口等)。 

(2)活用與其他地方自治團體進行合作、協力事務之組織(協議會之設

置、機關等之共同設置、事務之委託或代替執行等)。 

3、對地方自治團體之援助等： 

(1)由消費者廳提供各地方自治團體必要之協助(如建議、協力、情報

之提供等)。 

(2) 由都道府縣提供區域內之市區町村必要之協助(如建議、協力、

情報之提供等)。 

(3)由都道府縣就區域內之市區町村間為聯絡協調。 

二、認證制度 

(一)內部通報認證制度(WCMS 認證)之概要 

    「内部通報制度之認證」（Whistleblowing Compliance 

Management System 認證），又稱為 WCMS 認證，係對於已整備、運

用高度實效性之内部通報制度之事業，於該事業通過認證時得以使用

WCMS認證標章之制度。依實效性檢討會之最終報告書(2016年 12 月)

及消費者政策會議決議之「消費者基本計畫工程表」(2017 年 6月)

                                                                                                                                                        
ンの策定について」，商事法務第 1107期，頁 58， 2017年 10月 1日。 
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之內容，均載明應盡速實施以提高事業者之内部通報制度實效性之認

證制度。認證制度主要之想法及所欲達成之目標，係針對有依照「依

公益通報者保護法整備運用內部通報制度，以民間事業者為對象之指

導方針」，而適切整備、運用内部通報制度之事業者，透過認證制度

給予高度評價，可使該通過認證制度之事業形象獲得一定之宣傳效果，

如該事業應有較高之自淨能力、有優良之組織透明度、持續經營之可

能性較高、製品或所提供之服務能獲得較佳之印象，可能因此獲得消

費者、交易對象之信賴、提升企業品牌形象、獲得金融市場、政府採

購較佳之評價、確保優秀之人材等優點，並因而使該企業願更進一步

充實改進內部通報制度，而成為一個良性之循環，最終達到提高企業

價值、使國民生活更安全、安心之目的99。亦有自事業成本、ESG經

營(即綜合考量環境、社會及公司治理之經營策略)、海外調查當局制

裁之防禦等觀點，指出認證制度所可能有之優點，即根據日本 303間

上市公司所為最新調查，於企業發生不正行為時估計將支出平均 8.26

億日圓之成本，而為防止不正行為發生所預估應支出之成本平均僅

0.99億元，而認整備具實效性之內部通報制度可有效節約事業支出

成本，且於獲得內部通報制度之認證後，對於重視 ESG經營之投資人

及消費者具正面宣傳效果，且於海外調查當局調查事業之不正行為時，

可能因此獲得減輕裁罰之效果100。 

    依消費者廳之調查，現行內部通報制度下，有接受第三者對於其

內部通報制度之評價或改善者，僅占受調查事業者之 6.8%101，而認證

制度之導入所期待能達到之效果，可以下圖簡單表示： 

 

 

 

                                                      
99 遠藤輝好，「內部通報制度認証制度(W認証制度)導入の背景、概要とその活用」，

頁 2，公益社團法人商事法務研究會內部制度認證事務局内部通報制度認證(自己適合宣

言登錄制度)說明會，2019年 1月。 
100 井上俊介，「內部通報制度認証制度は日本企業にどのようなメリットをもたらすか」，

商事法務第 1138期，頁 16、17、24， 2019年 1月 15日。 
101
 川西拓人，「金融機関における実効的な内部通報制度の運用を目指して~公益通報

者保護法に関する民間事業者向けガイドライン改正と最終報告書を読み解く~」，銀

行法務 21第 814期，頁 10， 2017年 5月。 
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(二)認證制度之實施現況 

    內部通報認證制度可分為 2個類型，分別為「自己適合宣言制度」

及「第三者認證制度」，所謂「自己適合宣言制度」係指由事業者自

行就自身内部通報制度進行審查，審査結果認為符合現行法及指導方

針之要求時，向登錄機關為登錄，以宣告事業本身已整備、運用高度

實效性之內部通報制度；而「第三者認證制度」則指由中立公正之第

三者機関，就事業者内部通報制度進行審查，審査後合格者予以認證

之制度。依照消費者廳之規畫，為使內部通報認證制度得以順利導入，

首先於 2018年秋季導入架構較為簡單之自己適合宣言制度，再根據

自己適合宣言制度之運用狀況，約於自己適合宣言制度導入後一年，

再導入第三者認證制度102。 

    消費者廳為能於 2018年秋季導入自己適合宣言制度，先於 2018

年 7月 13日公開募集指定登錄機關，並於 2018年 12月 19日指定公

益社團法人商事法務研究會為指定登錄機關。公益社團法人商事法務

研究會遂於 2019年 2月 12日開始受理登錄之申請，自 2019年 4月

10日迄 2019年 10月 18日止，即開始受理登錄後 8個多月內，共僅

28間事業者完成自己適合宣言制度之認證登錄，且已登錄之事業多

                                                      
102
 詳參消費者廳網站

「https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protec

tion_system/research/review_meeting_001/」。 
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為日本知名之大型企業103，是認證制度究否能順利推動並達到預期之

效果，尚有待觀察。 

 

(三) 自己適合宣言制度之審查基準及費用 

    為使内部通報制度之實效性得以確保，並防止內部通報制度徒具

形式，依照「內部通報制度之認證制度檢討會報告書」，審查基準係

採取ＰＤＣＡ之循環式品質管理基準，以促使内部通報制度持續性之

維持及改善。亦即就事業者內部通報制度之整備及運用，應審查「Ｐ」

（制度設計明文化）、「Ｄ」（依已整備之制度、規程等之內部通報制

度之實施）、「Ｃ」（就已實施之內部通報機制之評價）及「Ａ」（依據

該評價結果所為之制度維持及改善）104。就自己適合宣言制度而言，

僅「Ｐ」及「Ｄ」二步驟為必須項目，僅須此二項目自我審查合格後，

即得申請自己適合宣言制度之認證登錄105，認證之效力為一年，而審

查內容雖原則上以「依公益通報者保護法整備運用內部通報制度，以

民間事業者為對象之指導方針」為標準，惟各事業者仍得依指導方針

所例示之原則，依各事業者之實際狀況，整備最適合自身事業之內部

通報機制。 

    自己適合宣言制度之認證登錄並非免費之服務，就已登記資本額

或出資總額之事業者，依照業種、出資額及從業者人數而區分事業規

模，區分標準如下表所示： 

 資本額或出資總額 

從業者數 

業種分類 大規模 中規模 小規模 

製造業或其

他 

超過 3億日圓 

且 

3億日圓以下 

或 

2~20人 

                                                      
103 詳參公益社團法人商事法務研究會網站

「https://wcmsmark.secure.force.com/WCMS_operators?common.udd.actions.Actio

nsUtilORIG_URI=%2Fapex%2FWCMS_operators」 
104 太田哲生，「公益通報者保護法を踏まえた民間事業者向けガイドライン~中小企業

における内部通報制度の整備、運用の観点から」，信用金庫第 72卷第 5期，頁 57， 2018

年 5月。 
105
 五味祐子，「內部通報制度認証の制度概要とその活用~內部通報制度の実効化と信

賴確保のために~」，頁 7，公益社團法人商事法務研究會內部制度認證事務局内部通報

制度認證(自己適合宣言登錄制度)說明會，2019年 1月。 
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301人以上 21~300人 

批發業 超過 1億日圓 

且 

101人以上 

1億日圓以下 

或 

6~100人 

2~5人 

零售業 超過 5千萬日圓 

且 

51人以上 

5千萬日圓以下 

或 

6~50人 

2~5人 

服務業 超過 5千萬日圓 

且 

101人以上 

5千萬日圓以下 

或 

6~100人 

2~5人 

    就未登記資本額或出資總額之事業者，則僅依照上表所示從業者

人數來區分事業規模。登錄費用依照大規模、中規模、小規模事業，

收費標準依序為 70萬日圓、50萬日圓、30萬日圓，對於小規模事業

而言，難謂非屬不小之負擔。 

拾壹、結論及建議 

    日本公益通報者保護法自 2006年施行迄今，已邁入第 14個年頭，

並且自 2010年起，針對現行法制進行檢討，檢討之內容已一一在前

述內容中介紹，就公益通報各要件應如何規定均提出正反意見，就我

國公益通報法制之立法應甚具有參考之價值。而因日本公益通報法制

之成效不彰，企業醜聞、不正行為仍時有所聞，主要乃係因徒法不足

以自行，依2017年行政機關公益通報者保護法之施行狀況調査結果，

行政機關於 2017年間就內部窗口及外部窗口之導入狀況，雖然府省

廳、都道府縣之通報、諮商窗口設置率，無論內部或外部窗口均已達

百分之百，惟市區町村就內部職員之通報、諮商窗口設置率僅 55.1%，

就外部勞動者之通報、諮商窗口設置率僅 34.2%；而依 2016民間事

業者內部通報制度實態調查報告書，有導入內部通報制度之事業者僅

46.3%，且由上述調查結果可知，無論行政機關或民間事業者，規模

越小之行政機關或事業者，導入公益通報制度之比率就越低，此乃因

內部通報制度之整備及運用對於小規模之行政機關或事業來說費用

負擔過重，人力不足且相關人才培育困難，且因規模小而導致容易特
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定通報者身分，而無法確保內部通報窗口之獨立性106。又此等已導入

內部通報制度之行政機關及事業者，其通報機制之設計究否已符合各

指導方針要求，是否足以使公益通報者相信該制度進而加以利用，均

未可知。 

    因此日本就如何提高公益通報保護制度之實效性付出相當大之

努力，除修訂各指導方針外，更於今年推出內部通報制度之認證制度，

期能透過認證標章之使用，使欲進行公益通報之人得易於判斷是否可

以安心為通報，惟因內部通報認證制度甫開始不到一年，且迄今僅少

部分大型企業完成自己適合宣言制度之認證登錄，則日本政府能否於

今年即順利推動第三者認證制度，是否應調整其收費策略以提高申請

比率等，均仍未可知，惟此等為提高公益通報制度實效性之努力，仍

難謂無參考之價值。 

 

 
  

                                                      
106
 消費者廳消費者制度課，「公益通報者保護法を踏まえた民間事業者向けガイドライ

ンについて~新しいガイドラインを踏まえて内部通報制度の整備、運用を!~」，中小

企業と組合第 72卷第 9期，頁 11， 2017年 9月。 
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附錄 

附件一：依公益通報者保護法整備運用內部通報制度，以民

間事業者為對象之指導方針 

I、内部通報制度之意義等 

1、事業内部通報制度之意義 

事業依公益通報者保護法有效地整備、運用内部通報制度，可提高組

織之自浄作用並促進法遵之經營，且有助於獲得消費者、交易對象、

從業員、股東、投資者、債權人、地區社會等利益相關者之信頼，亦

與提升企業價值及事業之持續發展有關。 

再者，透過積極活用内部通報制度之風險管理等，事業可提供高品質、

安全、安心之製品及服務，進而實現企業之社會責任，在確保社會經

濟全體之利益上具有重要意義。 

２、經營領導者所負義務  

為孕育公正且高度透明性之組織文化，並健全發揮組織之自浄作用，

非僅單純整備通報機制，而係經營領導者自身對經營幹部及全體從業

員，就以下例示之事項，有持續發出明確訊息之必要。  

 促進法遵經營之内部通報制度之意義及重要性。 

 適切活用内部通報制度之通報，屬有助於風險之早期發現並提高

企業價值之正當職務行為。 

 對於滿足内部規程及公益通報者保護法要件而為適切通報之人，

決不允許為不利益之對待。 

 應徹底保持與通報有關之秘密。 

 當利益追求與企業倫理發生衝突之情形，應以企業倫理為優先。  

 上列事項得以左右企業之發展與存亡。  

３、本指導方針之目的與性質 

本指導方針係根據公益通報者保護法，以強化事業朝法遵經營方向努

力、確保社會經濟全體之利益為目的，具體化、明確化所鼓勵事業得

自發性努力之事項，對於有助於早期發現或防止從業員等發生法令違

反行為之通報，明示在事業者內部為適切處理之指導方針。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/overview/pdf/overview_190628_0004.pdf#page=1
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/overview/pdf/overview_190628_0004.pdf#page=1
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再者，本指導方針並不妨礙各事業者整備及運用更為充實之通報對應

機制，亦不妨礙各事業者因應事業規模、業種及營業型態等實情，而

採行適切之通報機制。 

II、内部通報制度之整備及運用 

１、内部通報制度之整備 

（１）通報對應機制之整備： 

（機制之整備） 

為了能使自受理通報開始之調查、實施改正措施及擬定防止再度發生

之策略等過程得以適切進行，除整備經營幹部等責任者與部門間橫向

通報之處理機制外，適切運用上開機制亦屬必要。 

又經營幹部之職責得於內部規程明文化。 

（通報窗口之整備） 

通報窗口及受理方法應明確規定，且對於經營幹部及全體從業員，有

必要持續使其等充分知悉通報窗口及受理方法。 

（通報窗口之擴充） 

就設置通報窗口之情形，採取以下例示之措施，對於盡力提高與經營

風險有關情報之掌握度，應屬適當。 

 委託法律事務所及民間之專門機構（在中小企業之情形，亦可考

慮數間企業共同委託之可能）等設置於事業者外部之通報窗口。 

 指定勞動工會為通報窗口。  

 集團企業間設置共通之單一通報窗口。 

 事業者團體及同業公會等關係事業者間設置共通之窗口。 

或於確認通報對象事實內容及通報者之範圍、個人情報之保護程度等

後，必要時亦可能活用、充實既存之通報窗口。  

（提高關係事業者全体之實效性） 

為了要推進企業集團全體及供應鏈等之法遵經營，舉例而言，包含關

係企業、交易對象在內之內部通報制度之整備，以及定期確認與評價

關係企業、交易對象就內部通報制度之整備、運用狀況時，依照需要

給予建議或支援等。  

（通報窗口之利用者等範圍之擴充） 
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在促進法遵經營之同時，為了要提高儘早掌握經營風險相關情報之可

能，就通報窗口之利用者及成為通報對象之事項範圍而言，得為如下

所例示之範圍放寬設定。  

 通報窗口利用者之範圍：除從業員（包含約聘員工、計時員工、

打工者、派遣員工等）之外、幹部、子公司及交易對象之從業員、

退職者等。  

 成為通報對象之事項範圍：除法令違反之外，内部規程之違反行

為等。  

（内部規程之整備） 

内部規程中與對應處理通報之機制有關規定，特別係有關於解雇通報

者或其他不利益對待之禁止，以及徹底確保通報者之匿名性等事項，

有充分明確記載之必要。 

（２）經營幹部以外具有獨立性之通報途徑  

為了徹底貫徹法遵經營之目的，在通常之通報對應機制外，舉例而言，

向公司外董事或監察人等為通報之途徑等，即得於經營幹部以外，整

備具有獨立性之通報受理及調查改正機制。 

（３）利益相反關係之排除 

為了確保内部通報制度之信頼性及實效性，受理擔當者、調査擔當者

及其他從事通報之處理人員及被通報者（即指曾為法令違反行為、正

在為法令違反行為或即將為法令違反行為而遭到通報之人。下同。），

不得參與與自身相關之通報事案之調查、改正措施等。 

另將通報之受理及事實關係之調查等與處理通報有關之業務，委由外

部處理時，應避免啟用恐有產生中立性、公正性疑義或恐生利益相反

之虞之法律事務所或民間專門機構等。  

（４）整備能令人安心為通報之環境 

 （從業員意見之反映等） 

於整備、運用内部通報制度時，有必要構築得反映從業員之意見、要

求及希望，或參照其他事業者之優良事例等，可使從業員安心為通報、

諮商之具有高度實效性之機制。  

（環境整備） 
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為了盡可能及早且大幅獲得與經營上風險有關之情報，當運用通報窗

口時，有必要整備低門檻且容易利用之環境。  

為了要解決並消除通報窗口利用者之疑問及不安，有必要就各事業者

與通報處理、通報者保護機制有關之詢問、諮商為應對處理。就通報

者之諮商應對，亦有可能依照事業者之實際情況，以通報窗口為一元

化之應對處理。  

就内部通報制度之運用成果（舉例而言，通報件數及應對處理之結果

等）之概要，於充分顧慮到個人情報保護等之同時向従業員開示，對

於提高制度實效性之信賴度而言應屬必要。 

（通報機制之公告周知等） 

除就通報之對應機制及法遵經營之重要性外，有關公益通報者保護法，

有必要透過公司內通知、公司內刊物、電子郵件、公司內之電子公佈

欄、可攜式裝置等進行宣傳、實施定期性之研修、舉辦説明會等，對

於經營幹部及全體從業員，充分且持續性之周知及研修活動應屬必要。

同様地，有關本指導方針之內容亦希望能充分且持續性之周知及實施

研修。  

（高度透明性之職場環境之形成）  

於整備、運用高度實效性之內部通報制度之同時，與職場之管理者等

（通報者等之直接或間接之上司等）諮商及向其等進行通報時，能夠

為適當應對之高度透明性職場環境之形成應屬重要。  

就整備、運用高度實效性之内部通報制度而言，於組織内部帶來適切

之緊張感，透過通常之報告、連絡、諮商之途徑以發揮自淨作用之機

能，將有助於組織營運之健全化等情，向經營幹部及全體從業員充分

周知上開內容應屬重要。 

 

２．通報之受理  

（受理通報之通知） 

通報者以書面或電子郵件等無法確認通報到達與否之方法為通報時，

應盡速對通報者為已受理通報之通知。但在無法通知通報者時、以匿

名為通報導致難以通知通報者時，或有其他無法通知之理由時不在此

限（次項及 II３（２）所規定之通知，亦同）。 
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（通報内容之檢討） 

已受理通報之情形，關於有無調查之必要，應公正、公平且誠實進行

檢討，有關今後之對應，有盡力通知通報者之必要。  

 

３．調査、改正措施 

 （１）調査、改正措施實效性之確保 

 （整備有利於調査、改正措施之體制） 

為了確保調査、改正措施之實效性，應賦與擔當調查人員在公司內具

獨立性之調查權限，並應給予必要之人員與預算。  

（對調査之協力等） 

 應於內部規程載明從業員等對於擔當調查人員之調查，應盡誠實之

協力義務，且不得為妨害調查之行為等。  

（改正措施及報告） 

調査之結果已查明有法令違反等情形時，應盡速採取改正措施及防止

再次發生之措施，並於必要時對關係者為公司內部處分等適切之對應。

再者，倘有必要時，應向相關行政機關為報告。 

（由第三方所為之驗證及檢查等）  

有關通報對應之狀況，希望能經由中立公正之第三方等進行驗證及檢

查等，以確保調査、改正措施之實效性。  

（擔當者之配置及養成等） 

為達運用高度實效性内部通報制度之目的，就通報者對應、調查、事

實認定、改正措施、防止再度發生、正當程序之確保、情報管理、周

知啟發等關於提升擔當者為誠實、公正之處理之知識、技巧等重要事

項，應配置具有必要能力之適當人選為擔當者，同時應有必要進行充

分之教育及研修。 

負責内部通報制度運作之擔當者，於進行得以提升其熱情、士氣之人

事考核等時，對於推展法遵經營有所貢獻之擔當者，得給與積極之評

價。 

 （２）與調査、改正措施有關之通知  

（與調査有關之通知） 
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調査中有關調査進展之狀況，應在顧慮到被通報者或就該調查提供協

力者（以下稱「調査協力者」。）等之信用、名譽及隱私等情形下，

適度通知通報者，應盡速歸納調査結果，並應盡力將該調查結果通知

通報者。 

（與改正措施有關之通知） 

改正措施終了後，應在顧慮到被通報者或調査協力者等之信用、名譽

及隱私等情形下，盡力將該改正結果及時通知通報者。  

（對於通報者等之正當評價） 

通報者或調査協力者（以下稱「通報者等」。）之協力有助於法遵經

營之推動時，對於通報者等，舉例而言，除應傳達經營高層等對其之

感謝外，得就其對於組織之貢獻給予正當評價。再者，此際窗口擔當

者之中介傳達等，應有必要充分留意通報者等匿名性之確保。  

 

III．通報者等之保護  

１．通報相關秘密之徹底保守  

（１）保守秘密之重要性  

於職場内洩漏通報者之所屬、姓名等，對於通報者將造成重大之不利

益，甚至進而恐遭以曾為通報為理由，而受到更不利益之對待。並會

損壞對於内部通報制度信頼度，恐將導致延遲掌握與經營上有關風險

之情報等事態。 

因此，採取如下之措施，對於達成徹底保守與通報有關之秘密應屬重

要。 

 允許情報共有之範圍應限定在必要之最小限度內。  

 通報者之所屬、姓名等，或與該通報事件有關之線索等得以特定

通報者有關之情報，除通報者以書面或電子郵件等為明示同意者

為限，不得在情報共有所允許之範圍外為開示。  

 於向通報者取得同意時，應明確說明所開示之目的、範圍、姓名

及因為開示所可能產生之不利益。 

 應明確表示無論何人均不得探索通報者之身分。 

 上開事項應徹底周知經營幹部及全體從業員。 
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再者，為了進行具實效性之調查、改正措施，倘對於經營幹部或調査

協力者等，傳達得以特定通報者身分之情報屬於不可或缺之情形時，

仍應向通報者取得上開同意。 

 傳達之範圍應限定在必要之最小限度內。 

 傳達之對象應預先為保守秘密之誓約。 

 應有必要採取相當措施，提醒注意洩漏該等情報時，將成為懲戒

處分之對象。  

（２）外部窗口之活用 

 （外部窗口之整備） 

為能在保通報者之匿名性，並提高掌握經營上風險有關情報之機會，

應盡可能於事業者外部（舉例而言，如法律事務所或民間專門機構等）

整備適切之通報窗口。  

（外部窗口擔當者之秘密保守） 

為了保護與通報有關之秘密， 

 應明確要求外部窗口擔當者應徹底保守秘密。  

 得以特定通報者有關之情報，在未得通報者以書面或電子郵件等

所為明示同意下，即使對事業者亦應不得對其等為開示。  

（外部窗口之評價、改善） 

為了確保外部窗口之信頼度與品質，關於外部窗口之運用狀況， 

 由中立、公正之第三方等為檢查 

 向從業員為匿名之問卷調查 

 等定期進行，以掌握有無須要改善之事項，而採取必要之措施。  

（３）於受理通報時之秘密保守 

 （個人情報之保護） 

通報之受理方法雖然有電話、傳真、電子郵件、網頁等各種手段，於

受理通報之際，設置專線、於勤務時間外適切採取獨立空間或在事業

所外面談等措施，對於保守通報者之秘密應屬必要。 

另外，舉例而言，採取如下之措施，應屬個人情報之徹底保護所必要

之措施。 

 對於通報事件有關之記錄、資料之閱覽，應將有權閱覽者限制在

必要之最小限度內。 
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 通報事件有關之記錄、資料應上鎖管理。 

 關係者之專有名詞應以代號記載。 

再者，通報有關之情報以電磁紀錄管理之情形，應更進一步採取如下

所示之資訊安全對策，以求個人情報之徹底保護。 

 有權閱覽該情報者應限制在必要之最小限度內。 

 記錄操作、閲覧之履歴。 

 （通報者本人之情報管理） 

為防止由於通報者本人所流出之情報而特定通報者之情形，應使通報

者本人充分理解與通報者自身相關情報管理之重要性。 

 （匿名通報之受理及實效性之確保） 

為追求個人情報之徹底保護及確保通報對應之實效性，匿名之通報亦

有受理之必要。於此之際，縱使是匿名之通報，最好能導入得以進行

通報者與通報窗口擔當者間雙向情報傳達之機制。  

（４）於實施調査時之秘密保守 

 （調査及個人情報之保護） 

為保護通報者等之秘密，於實施調査時，關於得特定通報者等之相關

情報（通報者之所屬、姓名等、只有通報者所知之情報、通報之開始

調査等），除了該情報非必要不可或缺之情形外，即使係調查擔當者

亦不得分享該情報等，而有必要充分考慮採行不特定通報者等身分之

調查方法。 

為達難以特定通報者等身分之目的，舉例而言，應有必要採取以下之

工夫，使關係者無法知悉已開始通報之調查。  

 定期進行監査及共同調查。 

 假裝進行突襲性之監察。  

 對該部門以外之部門亦進行假裝之調查。 

 非自核心部分開始，而係自周邊部分開始調査。 

 以全體從業員為對象，定期進行有關組織内部法遵狀況之匿名問

卷調查。 

２、解雇或其他不利益對待之禁止  

（解雇或其他不利益對待之禁止） 
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禁止以曾為符合內部規程或公益通報者保護法要件之通報，或曾協助

通報開始之調查（以下稱「通報等」。）等為理由，對於通報者等為

解雇或其他不利益之對待。  

就有關前項所規定之其他不利益對待之內容，具體而言，可認為如以

下所示。 

 足使從業員之地位獲得或喪失有關之事項（強迫提出離職申請書、

拒絕更新勞動契約、正式錄取、再次錄取之拒絕、停職等） 

 人事上待遇有關之事項（降級、不利益之調動、調職、轉職、長

期出差等命令、於昇職、昇級上之不利益對待、懲戒處分等） 

 經濟待遇上對待有關之事項（減薪、減發其他津貼、一次領取之

退休金、月領之退休金等為不利益之對待、損害賠償請求等） 

 精神上、生活上對待有關之事項（事實上之厭惡等） 

通報者等遭解雇或受到其他不利益之對待，經判明係以曾進行通報等

為理由時，應有採取適切之救濟、回復措施之必要。  

（對於違反者之處置） 

對於以曾為通報等為理由，而進行解雇或其他不利益之對待之行為人，

應有採取懲戒處分或其他適切處置之必要。 

洩漏通報等相關秘密之人，及擅自使他人知悉其所知之個人情報內容，

或基於不當目的之利用者，均應為相同之處置。 

（預防措施） 

被通報者得以知悉通報者等之存在時，為使被通報者不對通報者等進

行解雇或其他不利益之對待，對於被通報者應採取相關措施，以提醒

其注意上開相關事項等，此為追求通報者等之徹底保護所必要。 

 

３、對於自主進行通報者，對其處分等之減免  

為能盡早即時掌握法令違反等相關情報及達成促進法遵經營之目的，

法令違反等行為之參與者，自主進行通報且配合調查等，使問題及早

發現、協助解決問題時，舉例而言，依其具體狀況，應考量整備得對

該人減免懲戒處分等之機制。 

 

IV、評價、改善等 
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１、追蹤調查 

（與通報者等相關之追蹤調查） 

為確認對於通報者等不得以曾進行通報等為理由解雇，或為其他不利

益之對待等，有必要進行與通報者等之保護相關且充分之追蹤調查。

調查之結果，得以認定有解雇或其他不利益對待之情形時，經營幹部

應有責任採取適當之救濟、回復措施。  

（與改正措施相關之追蹤調查） 

改正措施等終了後，有無再度發生法令違反等情形，除應確認改正措

施及防止再度發生之策略有無充足機能外，同時於有必要時，應改善

通報對應機制、採取新的改正措施及防止再度發生之策略。 

 （集團企業等相關之追蹤調查） 

於受理來自關係企業、交易對象之通報時，通報者等為該關係企業、

交易對象之從業員時，除應充分顧慮與通報相關秘密之保護外，在可

能之範圍內，對於該關係企業、交易對象，於請求對通報者等為追蹤

調查或保護時，最好能採取必要之措施，以使在該關係企業、交易對

象之通報者等能不受到解雇或其他不利益之對待。 

另對於該關係企業、交易對象，最好能採取必要之措施，以確認改正

措施及防止再度發生之策略是否現存有充分之機能。  

 

２．内部通報制度之評價、改善  

（評價、改善） 

為了提高内部通報制度之實效性，舉例而言， 有關 

 整備、運用之狀況、實績  

 周知、研修之效果  

 從業員等對制度之信頼度  

 未遵照本指導方針之指示事項時，其理由。  

 今後之課題  

等，定期實施内部監査，或活用中立、公正之第三方等所為之客觀評

價、檢查，根據檢查之結果，有必要由經營幹部負起持續改善制度之

責任。 

 （向利害關係人提供情報） 
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各事業者就内部通報制度之實效性、自淨作用之發揮程度，均與維持、

提升企業價值有關，對於消費者、交易對象、從業員、股東、投資人、

債權人、地區性公司等利害關係人亦屬重要情報，應積極將內部通報

制度之評價、檢查結果揭載於ＣＳＲ報告書(企業社會責任報告書)

或網頁上等。 
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附件二：國家行政機關對於依公益通報者保護法所為通報之

對應方式之指導方針(來自內部職員等之通報) 

1、本指導方針之意義及目的 

國家行政機關針對來自內部職員之通報，依公益通報者保護法（平成

16年法律第 122號。下稱「本法」）整備之對應機制，而該機制之

適切運用，有助於強化内部監査機能及提高組織之自淨作用等，且與

確保國家行政機關之法令遵守有所關聯。 

又透過積極活用來自内部職員等通報之風險管理等，國家行政機關得

以適切遂行行政事務，有助於確保國民對於公務之信賴，並有助於國

民生活之安定及社會經濟之健全發展。 

本指導方針基於上述意義，國家行政機關為適切處理來自內部職員等

有關法令違反等之通報，由各行政機關自主規定應致力之基本事項，

以達成通報者之保護及促進國家行政機關法令遵守等目的。 

2、通報對應之方法 

（１）通報對應機制之整備及運用 

① 各行政機關對於來自內部職員之通報事件，除留意保守與通報相

關之秘密及個人情報之保護外，為能迅速且適切進行對應，幹部主管

應整備部門間橫向之通報對應機制，並適切運用之。 

② 各行政機關對於通報對應機制，應作成內部規程。 

③ 設有地方支分部局等之行政機關，在該通報對應機制之下，對各

地方支分部局等，為適切進行通報之對應，亦應進行周知、體制整備

或採取其他必要之措施。  

（２）綜合窗口之設置 

① 各行政機關就受理來自各該機關職員等通報之窗口（下稱「通報

窗口」），應設置於負責綜合協調全部門事務之部門或掌管法令遵守

之部門等。於此情形，各行政機關除設立該行政機關內部通報窗口，

應盡力設立配置有律師等之外部窗口。 

② 各行政機關應設置與通報有關之諮商對應窗口。 

（３）擔當者之配置及育成  
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各行政機關對該行政機關之相關各部門，應配置擁有通報對應之必要

素質及能力之擔當者（包含指定各該部門之職員為擔當者。），並應

舉行以提升必要之知識及技能為目的之教育及研修等。 

（４）徹底保守秘密及個人情報之保護 

① 通報或諮商之對應者（除包含通報或諮商之對應所附隨之職務等，

亦包含得以知悉通報或諮商秘密之人，下同。）不得洩漏有關通報或

諮商之秘密。 

② 通報或諮商之對應者不得將所得知之個人情報內容擅自使他人知

悉，或不得以不當之目的為利用。 

③ 各行政機關為了徹底保守與通報或諮商有關之秘密及保護個人情

報，在通報對應之各階段（除３、所規定者外，包含諮商及通報對應

終了後之階段。下同。）應預先規定應遵守之事項，並應對通報或諮

商之對應者為充分之周知。於此情形，應充分以「依公益通報者保護

法整備運用內部通報制度，以民間事業者為對象之指導方針」（平成

28年 12月 9日，消費者廳。以下稱「以民間事業者為對象之指導方

針」。）III、１、所揭徹底保持通報相關秘密之各種策略為基礎，

配合各該行政機關之實際情形，以最適切之方法來進行。 

（５）利益相反關係之排除 

① 各行政機關之職員不得參與與自身相關之通報事件之對應。 

② 各行政機關在通報對應之各個階段，應確認對應通報事件之參與

者對該通報事件有無利益相反之關係。 

（６）通報對象之範圍 

得於通報窗口受理之通報如下：  

ア、有關該行政機關(包含在該行政機關所屬事業之職員、代理人或

其他從事之人)之法令違反行為（包含恐生法令違反行為之虞之情形。） 

イ、除上開ア、以外，行政機關為適正推進業務所定之事實。 

（７）通報者之範圍  

① 通報窗口除受理該行政機關職員及該行政機關之契約對象之勞動

者之通報外，他人之通報於認為對確保該行政機關之法令遵守上有所

必要時亦應受理。 
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② 通報窗口除上開①所示者外，亦得受理來自於國民等之通報。關

於此種通報對應之程序，依本法及指導方針之趣旨，由各行政機關分

別定之。 

（８）匿名通報之處理  

各行政機關為了徹底保守與通報有關之秘密及個人情報保護，並確保

通報對應之實效性，即使係匿名通報，應盡可能與實名通報為相同之

處理。於此情形，各行政機關在通報者與通報窗口擔當者間，應盡力

整備得以適切傳達情報之機制。 

３、通報之對應  

（１）通報之受理  

① 各行政機關於有通報時，應依本法及指導方針之趣旨，誠實且公

正為通報之對應，無正當理由不得拒絕接受或受理通報。 

② 各行政機關於受理通報時，應留意保守通報相關之秘密及個人情

報之保護，於掌握通報者之姓名、連絡方法（匿名通報之情形除外）

及通報之内容事實等時，應對通報者說明：對於通報者不為不利益之

對待、保守與通報有關之秘密及個人情報之保護、受理通報後之程序

流程等。但於通報者不願意接受說明之情形時，或因為匿名通報而難

以對通報者為說明時，或有其他不得已之理由時不在此限〔依以下（１）

③及④、（２）①及④、（４）①及②之規定通知時亦同〕。 

③ 於②之情形，當以書面、電子郵件等方式為通報，即通報者無法

確認通報是否到達時，應盡速對通報者為已受領通報之通知。 

④ 各行政機關於受理通報後，應依本法及本指導方針之趣旨充分檢

討該通報對應之必要性，關於受理時之該已受理之意旨，或不受理時

之該不為受理之意旨及理由，均應通知通報者，不得遲延。  

（２）調査之實施 

① 各行政機關於受理通報後，應充分檢討調査之必要性，除有對於

適正業務之遂行及利害關係人之秘密、信用、名譽、隱私等之保護有

所妨害之情形外，關於已進行調査時之該調查意旨及著手調查之時點，

或未進行調査時之該未調查之意旨及理由，均應通知通報者，不得遲

延。 
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② 於實施調査時，為保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，應

充分留意使通報者不被特定，並採行認為必要且相當之方法，不得遲

延。 

③ 為確保調査之方法、内容等適正性，且為求調査之適切進展，負

責通報對應機制之整備及運用之幹部等，應以確認調查是否正當等方

法，來適切管理通報事件。 

④ 除有對於適正業務之遂行及利害關係人之秘密、信用、名譽、隱

私等之保護有所妨害之情形外，於調查中有關調査之進展狀況，應對

通報者為適當之通知，且盡快彙整並通知調査結果，不得遲延。 

（３）基於調査結果而實施措施等 

各行政機關就調査之結果，已查明有法令違反等之事實時，應盡速採

取改正措施、防止再次發生之策略等(以下稱「改正措施等」)，且於

必要時處分關係者。 

（４）向通報者通知改正措施等 

① 各行政機關採取改正措施等時，於該內容對適正業務之遂行及利

害關係人之秘密、信用、名譽、隱私等之保護不生妨害之範圍內，應

對通報者為通知，不得遲延。 

② 各行政機關應訂定自通報受理時起至通報對應終了時止所須之標

準期間，或應盡力將必要且預估之期間通知通報者，不得遲延。 

（５）關係事項之公告 

各行政機關應適當公告認為必要之事項。 

（６）改正措施等之實效性評價  

各行政機關於通報對應終了後，應於適切之時期確認該改正措施等是

否對該行政機關仍具有充分之機能，於認為有必要時，應盡力採行新

的改正措施或為其他改善。 

（７）意見或不滿之對應 

各行政機關於受理通報者或商談者(下稱「通報者等」)所提出之有關

通報對應之意見或不滿時，應努力為迅速且適切之對應。 

４、通報者等之保護 

（１）通報者等之保護  
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① 各行政機關對於通報者等，不得以曾為通報或諮商為理由，而為

懲戒處分或其他不利益之對待（包含故意使人不快、騷擾等事實上之

行為。下同）。 

② 各行政機關對於以曾進行通報或諮商為理由，而對通報者等為懲

戒處分或其他不利益之對待之人，應對該人為懲戒處分或採取其他適

切之措施。對於無正當理由洩漏與通報或諮商有關秘密之職員，及擅

自將因此所知之個人情報內容告知他人，或基於不當目的而利用該個

人情報之職員，亦同。 

（２）通報者之追蹤 

各行政機關於通報對應終了後，對於通報者，應適時確認其未遭以曾

進行通報為理由而為不利益之對待等，應充分進行與通報者保護有關

之追蹤。追蹤結果認有遭到不利益對待之情形時，應採取救濟通報者

之適切措施。 

（３）向職員周知救濟制度 

各行政機關對於以曾進行通報或諮商為由而受不利益對待之職員，應

向該職員周知得依受到不利益對待之內容等，請求人事院審查該不利

益處分（國家公務員法（昭和 22年法律第 120號）第 90條）、要求

與勤務條件相關之行政措施（同法第 86条）、或得利用不滿諮商制

度等意旨。 

 

５、其他 

（１）通報關連資料之管理 

各行政機關對於與各通報事件之對應有關記錄及關係資料，除應規定

適切之保存期間外，應留意保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，

而以適切之方法為管理。 

（２）向職員等之周知 

① 各行政機關在幹部職員等之領導之下，對職員實施定期之研修、

舉辦說明會或以其他適當之方法，就關於本法及本指導方針之内容、

各該行政機關之通報窗口、通報對應之機制等，應對於全體職員為充

分之周知。 
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② 各行政機關，在身為通報者上司之職員受理通報之情形時，應向

該職員周知其得在自身所能調查之範圍內為必要之調查，且應向該職

員之上司報告、向通報窗口為通報或為其他適切之措施，不得遲延之

旨。再者，此情形所指之上司，未必是在編制上有直接指揮監督地位

之人。 

③ 各行政機關為了提高職員等對於通報窗口及通報對應機制之信賴

性，於不妨害通報相關秘密之保守、個人情報之保護、適正業務之遂

行及利害關係人之秘密、信用、名譽、隱私等保護之範圍內，得向職

員等周知制度運用實際成果之概要。 

（３）協力義務 

① 各行政機關之職員除有正當理由外，應誠實協助與通報有關之調

查。 

② 各行政機關及職員有關本指導方針所定之通報，於受到來自其他

行政機關要求提供調查等之協助時，除有正當理由外，應進行必要之

協力。 

（４）通報對應之評價及改善 

① 為了提高通報對應機制運用狀況之透明性，且得進行客觀性之評

價，各行政機關於不妨害通報相關秘密之保守、個人情報之保護、適

正業務之遂行及利害關係人之秘密、信用、名譽、隱私等保護之範圍

內，各該行政機關應定期公告有關通報對應機制之運用狀況情報(舉

例而言，通報受理件數、通報事件之概要、通報事件調查結果之概要、

就調査結果所採措施、調査對應狀況之概要、通報對應所需期間等）。  

② 各行政機關就關於通報對應機制之運用狀況，應依照職員等及中

立第三人之意見等，進行定期性之評價及檢查，並參考以民間事業者

為對象之指導方針所揭手法、其他行政機關及事業者較先進之處理事

例，持續努力改善通報對應之機制。 

（５）消費者廳之任務等 

① 消費者廳為使國家行政機關之通報對應機制能適切整備及運用，

或為確保對個別通報事件能適切對應，於認為必要時，應留意保守與

通報有關之秘密及個人情報之保護，對於各行政機關得要求提出資料、

說明或為其他必要之協力。 
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② 消費者廳為掌握本法之施行狀況，應就國家行政機關通報窗口之

設置及運用狀況、通報對應之狀況、職員研修之實施狀況等進行調查，

並公告調查之結果。 

③ 消費者廳關於通報對應機制之適切整備及運用，應周知各行政機

關之職員及實施研修等，各行政機關就該行政機關之職員等進行相同

模式之際，應為資料之提供、説明或為其他必要之協力。 
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附件三：國家行政機關對於依公益通報者保護法所為通報之

對應方式之指導方針(來自外部勞動者等之通報) 

1、本指導方針之意義及目的 

國家行政機關針對來自外部勞動者等之通報，依公益通報者保護法

（平成 16年法律第 122號。下稱「本法」）整備之對應機制，且該

對應機制之適切運用，有助於強化對於事業者之行政監督機能，並以

此為契機，促進事業者內部通報制度之自主整備及改善等，此與確保

事業者之法令遵守有關。 

又透過及早掌握並積極活用來自外部勞動者等之通報情報，有助於國

家行政機關適切執行本法、國民生活之安定及社會經濟之健全發展。 

本指導方針基於上述意義，國家行政機關為適切處理來自外部勞動者

等依本法所為通報及有關法令違反等之通報，由各行政機關規定應致

力之基本事項，以達成通報者之保護及促進事業者之法令遵守等目

的。 

2、通報對應之方法 

（１）通報對應機制之整備及運用 

① 各行政機關對於來自外部勞動者等之通報事件，除留意保守與通

報相關之秘密及個人情報之保護外，為能迅速且適切進行對應，幹部

主管應整備部門間橫向之通報對應機制，並適切運用之。 

② 各行政機關對於通報對應機制，應作成內部規程並公告之。 

③ 設有地方支分部局等之行政機關，在該通報對應機制之下，對各

地方支分部局等，為適切進行通報之對應，亦應進行周知、體制整備

或採取其他必要之措施。 

（２）通報受理窗口之設置  

① 各行政機關應對於通報者及諮商者(下稱「通報者等」)設置明確

之窗口，即受理來自外部勞動者等通報之窗口（下稱「通報窗口」）

及與通報相關連之諮商對應窗口。 

② 受理通報之部門與依通報進行調查或依法採取措施之部門等相異

時，應採取得與通報者順利進行連絡之措施。 

（３）擔當者之配置及育成  
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各行政機關對該行政機關之相關各部門，應配置擁有通報對應之必要

素質及能力之擔當者（包含指定各該部門之職員為擔當者），並應舉

行以提升必要之知識及技能為目的之教育及研修等。 

（４）徹底保守秘密及個人情報之保護 

① 通報或諮商之對應者（除包含通報或諮商之對應所附隨之職務等，

亦包含得以知悉通報或諮商秘密之人，下同。）不得洩漏有關通報或

諮商之秘密。 

② 通報或諮商之對應者、不得將所得知之個人情報內容擅自使他人

知悉，或不得以不當之目的為利用。 

③ 各行政機關為了徹底保守與通報或諮商有關之秘密及保護個人情

報，在通報對應之各階段（除３、所規定者外，包含諮商及通報對應

終了後之階段，下同。）應預先規定應遵守之事項，並應對通報或諮

商之對應者為充分之周知。於此情形，下列事項應特別採取充分之措

施。 

ア、情報共有之範圍及共有之情報範圍應限定在必要之最小限度內。 

イ、得以特定通報者等之相關情報（除包含通報者等之姓名、所屬等

個人情報外，亦包含以通報作為調査之開端、僅通報者等所知之情報

等。下同。），不得對成為調查等對象之事業者為開示（適切進行通

報對應之必要最小限度之情報，除依ウ之規定取得同意而開示時，不

在此限。）。 

ウ、得以特定通報者等之相關情報，在情報共有所允許之範圍外為開

示時，應取得通報者等以書面、電子郵件等所為之明示同意。 

エ、於依ウ之規定取得同意之際，應明確說明開示之目的及情報之範

圍，並應明確說明該情報開示所生之不利益。 

オ．為防止自通報者等本人處流出之情報得以使通報者等被特定，應

使通報者等充分了解情報管理之重要性。 

（５）利益相反關係之排除 

① 各行政機關之職員不得參與與自身相關之通報事件之對應。 

② 各行政機關在通報對應之各個階段，應確認通報事件對應之參與

者，對該通報事件有無利益相反之關係。 

（６）通報對象之範圍 
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通報窗口除受理依本法第２條第３項所規定之通報對象事實（下稱

「通報對象事實」）或即將發生之通報對象事實所為通報外，並應受

理依（８）之規定所為通報。 

（７）通報者之範圍 

通報窗口除受理通報對象事實或其他法令違反等事實有關事業者所

雇用之勞動者、該事業者之派遣勞動者及該事業者之交易對象之勞動

者所為通報外，倘他人之通報對確保該事業者之法令遵守上認有所必

要時亦應受理。 

（８）公益通報以外通報之處理 

① 各行政機關就依本法所為公益通報以外之通報，於下列情形，亦

視為依本法所為之公益通報，依本法第 10條第 1項規定進行必要之

調查，於認有通報對象事實或其他法令違反之事實時，應採取依法令

之措施或其他適當之措施。 

ア、如（７）所揭示之對確保該事業者之法令遵守上認有所必要之該

他人，將已發生或即將發生之通報對象事實意旨，向就該通報對象事

實擁有處分或勸告等權限之行政機關，於滿足本法第 3條第 2款所示

要件（下稱「真實相當性要件」）所為之通報。 

イ、如（７）所示之通報者，將通報對象事實以外所生或即將發生法

令違反事實之意旨，向就該法令違反事實擁有處分或勸告等權限之行

政機關，於滿足真實相當性要件所為之通報。 

② 除①之外，各行政機關為達法令遵守之目的，得受理依本法所為

公益通報以外之通報。於此情形，關於成為通報對象之事實、通報者

之範圍、通報對應程序或其他必要之事項，依本法及本指導方針之趣

旨，由各行政機關分別定之。 

（９）匿名通報之處理 

各行政機關為了徹底保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，並確

保通報對應之實效性，即使係匿名通報，應盡可能與實名通報為相同

之處理。於此情形，各行政機關在通報者與通報窗口擔當者間，應盡

力整備得以適切傳達情報之機制。 

３、通報之對應 

（１）通報之受理及教示 
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① 各行政機關於有通報時，應依本法及指導方針之趣旨，誠實且公

正為通報之對應，無正當理由不得拒絕接受或受理通報。 

② 各行政機關於受理通報時，應留意保守通報相關之秘密及個人情

報之保護，於掌握通報者之姓名、連絡方法（匿名通報之情形除外）

及通報之内容事實等時，應對通報者說明：保守與通報有關之秘密及

個人情報之保護、受理通報後之程序流程等。但於通報者不願意接受

說明時，或因為匿名通報而難以對通報者為說明時，或有其他不得已

之理由時不在此限〔依以下（１）③及④、（２）④、（5）①及②

之規定通知時、依（１）④之規定為教示時、依（３）之規定為教示

及提供資料時，亦同〕。 

③ 於②之情形，當以書面、電子郵件等方式為通報，即通報者無法

確認通報是否到達時，應盡速對通報者為已受領通報之通知。 

④ 關於通報内容之事實，該行政機關非有權限之機關時，應對通報

者教示有權限之行政機關，不得遲延。 

⑤各行政機關於受理通報後，應依本法、本指導方針之趣旨及該行政

機關所管法令及所掌事務，充分檢討該通報對應之必要性，就依法所

為公益通報或視同公益通報之通報等，於受理時之該已受理之意旨，

或不受理時(包含受理情報提供)之該不受理之意旨及理由，均應通知

通報者，不得遲延。  

⑥ 依⑤之規定檢討通報對應之必要性時，真實相當性之要件不僅存

在於證實通報内容之内部資料、關係者之供述等，依通報者本人供述

内容之具體性、真實性等亦得認為充分時，應為有彈性且適切之對

應。 

又即使是無法直接判明通報究否滿足真實相當性要件之情形，於認為

對個人之生命、身體、財産或其他利益有重大影響，或有此可能性時，

應為同樣之對應。 

（２）調査之實施 

① 各行政機關於受理通報後，應為必要之調查。 

② 於實施調査時，為保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，應

充分留意使通報者不被特定，並採行認為必要且相當之方法，不得遲

延。 
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③ 為確保調査之方法、内容等適正性，且為求調査之適切進展，負

責通報對應機制之整備及運用之幹部等，以確認調查適當性之方法，

來適切管理通報事件。 

④ 除有對於本法之適切執行及利害關係人之營業秘密、信用、名譽、

隱私等之保護有所妨害之情形外，於調查中有關調査之進展狀況，應

對通報者為適當之通知，且盡快彙整並通知調査結果，不得遲延。 

（３）受理後之教示 

在受理通報事件後，發現該受理之行政機關以外之行政機關具有處分

或勸告等權限時，應對通報者教示該有權限之行政機關，不得遲延。

於此情形，該進行教示之行政機關，於確保本法之適切執行及利害關

係人之營業秘密、信用、名譽、隱私等之保護不生妨害之範圍內，應

自行作成並提供通報者有關該通報事件之資料。 

（４）基於調査結果而實施措施 

各行政機關就調査之結果，認有通報對象事實或其他法令違反等事實

時，應盡速採取依法令之措施或其他適當之措施(下稱「措施」)。 

（５）向通報者通知措施內容 

① 各行政機關採取措施時，於該內容對確保本法之適切執行及利害

關係人之營業秘密、信用、名譽、隱私等之保護不生妨害之範圍內，

應對通報者為通知，不得遲延。 

② 各行政機關應訂定自通報受理時起至通報對應終了時止所須之標

準期間，又應盡力將必要且預估之期間通知通報者，不得遲延。 

（６）意見或不滿之對應 

各行政機關於受理來自於通報者等關於通報對應所提出之意見或不

滿時，應盡速為適切之對應。 

４、通報者等之保護 

（１）通報者等之保護  

各行政機關對於無正當理由洩漏與通報或諮商有關秘密之職員，及對

於擅自使他人知悉或以不當目的利用所知之個人情報内容之職員，應

為懲戒處分或採取其他適切之措施。 

（２）通報者之追蹤 
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各行政機關即使於通報對應終了後，應與通報者為諮商等適切對應，

且查明通報者有遭到以曾進行通報為理由，受到事業者解雇或其他不

利益之對待時，應向其介紹消費者廳之公益通報者保護制度諮商專線

等，並盡力進行有關通報者保護必要之追蹤。 

 

５、其他 

（１）通報關連資料之管理 

各行政機關對於與各通報事件之對應有關之記錄及資料，除應規定適

切之保存期間外，應留意保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，

而以適切之方法為管理。 

（２）向職員等之周知 

各行政機關在幹部職員等之領導下，對職員實施定期之研修、舉辦說

明會或以其他適當之方法，就關於本法及本指導方針之内容、各該行

政機關之通報對應機制等，應對全體職員為充分之周知。 

（３）向事業者及勞動者等為周知等 

① 各行政機關對該行政機關之所管事業有關之事業者及勞動者等，

應為宣傳、舉辦說明會或以其他適切之方法，盡力周知本法及「依公

益通報者保護法整備運用內部通報制度，以民間事業者為對象之指導

方針」（平成 28年 12月 9日 消費者廳。下稱「以民間事業者為對

象之指導方針」）之內容，以及有關該行政機關之通報窗口、通報對

應機制等。 

② 各行政機關為使該行政機關之契約對象或補助金等交付對象（下

稱「對象事業者」）遵守法令及防止不正行為，於認為有必要時（如

「防止再次發生與過去所發生同種不正行為之事件有高度必要性之

情形」、「事業者具高度專門性，僅相關事業等自外部監督，難以發

現不正行為之情形」、「不正行為之發生有侵害個人之生命、身體、

財産或其他利益之虞時」等），對於對象事業者應盡力要求其實施「以

民間事業者為對象之指導方針」所定之模式。 

（４）協力義務等 
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① 各行政機關及職員就關於本指導方針所定通報，於其他行政機關

或公務機關請求提供調查等之協力時，除有正當理由外，應提供必要

之協力。 

② 各行政機關就通報對象事實或其他法令違反事實，於擁有處分或

勸告等權限之行政機關為複數時，應進行聯合調查、採取措施等，而

協力為相互緊密之聯絡。 

③ 各行政機關就所管法令違反之事實，將處分或勸告等權限委任其

他行政機關時，於接獲與該所管法令違反之事實有關通報時，應留意

保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，且應通報該其他行政機關，

及共有通報對應狀況相關情報，並為通報對應之建議等，而為確保本

法適切執行所必要之協力、支援等（委任廳對於受任廳擁有指揮監督

權限時，亦包含該權限之適切行使）。 

（５）通報對應之評價及改善 

① 為了提高通報對應機制運用狀況之透明性，且得進行客觀性之評

價，各行政機關於不妨害通報相關秘密之保守、個人情報之保護、適

正業務之遂行及利害關係人之營業秘密、信用、名譽、隱私等之保護

之範圍內，各該行政機關應定期公告有關通報對應機制之運用狀況情

報(舉例而言，通報受理件數、通報事件之概要、通報事件調查結果

之概要、就調査結果所採措施、調査對應狀況之概要、通報對應所需

期間等）。 

② 各行政機關就關於通報對應機制之運用狀況，應依照職員及中立

第三人之意見等，進行定期性之評價及檢查，並參考其他行政機關及

事業者較先進之處理事例，持續努力改善通報對應機制。 

（６）消費者廳之任務等 

① 消費者廳為使國家行政機關之通報對應機制能適切整備及運用，

或為確保對個別通報事件能適切對應，於認為必要時，應留意保守與

通報有關之秘密及個人情報之保護，對於各行政機關得要求提出資料、

說明或為其他必要之協力。 

② 消費者廳為掌握本法之施行狀況，應就國家行政機關通報窗口之

設置及運用狀況、通報對應狀況、職員研修之實施狀況等進行調查，

並公告調查之結果。 
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③ 消費者廳關於通報對應機制之適切整備及運用，應周知各行政機

關之職員、實施研修等，並對事業者及勞動者為宣傳、實施說明會等，

又各行政機關就該行政機關之職員、所管事業之相關事業者及勞動者

等進行相同模式之際，應為資料之提供、説明或為其他必要之協力。 
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附件四：地方自治團體對於依公益通報者保護法所為通報之

對應方式之指導方針(來自內部職員等之通報) 

1、本指導方針之意義及目的 

地方自治團體針對來自內部職員之通報，依公益通報者保護法（平成

16年法律第 122號。下稱「本法」）整備之對應機制，而該機制之

適切運用，有助於強化内部監査機能及提高組織之自淨作用等，且與

確保地方自治團體之法令遵守有所關聯。 

又透過積極活用來自内部職員等通報之風險管理等，地方自治團體得

以適切遂行行政事務，有助於確保居民對於地方自治之信賴，並有助

於地方居民生活之安定及社會經濟之健全發展。 

本指導方針基於上述意義，地方自治團體為適切處理來自內部職員等

有關法令違反等之通報，由各地方自治團體自主規定應致力之基本事

項，以達成通報者之保護及促進地方自治團體法令遵守等目的。 

再者，本指導方針依地方自治法（昭和 22年法律第 67號）第 245條

之 4第 1項規定應定位為技術性之建議，不妨害各地方自治團體整備

及運用更為充實之通報對應機制，或按照各地方自治團體之規模等實

際情形採行適切之機制。 

又本指導方針所指「法令」，包含各地方自治團體制定之條例、規則

或其他規程。 

2、通報對應之方法 

（１）通報對應機制之整備及運用 

① 各地方自治團體對於來自內部職員等通報事件之對應，除留意保

守與通報相關之秘密及個人情報之保護外，為能迅速且適切進行對應，

幹部主管應整備部門間橫向之通報對應機制，並適切運用之。 

② 各地方自治團體對於通報對應機制，應作成內部規程(包含條例

等)。 

③ 設有支廳、地方事務所、分所、辦事處等(下稱「分支機關等」)

之地方自治團體，在該通報對應機制下，對各分支機關等，為適切進

行通報之對應，亦應進行周知、體制整備或採取其他必要之措施。 

（２）綜合窗口之設置 
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① 各地方自治團體就受理來自各該地方自治團體職員等通報之窗口

（下稱「通報窗口」），應設置於負責綜合協調全部門事務之部門或

掌管法令遵守之部門等。於此情形，各地方自治團體除設立該地方自

治團體內部通報窗口，應盡力設立配置有律師等之外部窗口。 

② 各地方自治團體應設置與通報有關之諮商對應窗口(下稱「諮商窗

口」)。 

③ 因人員、預算等限制，設置專用之通報窗口或諮商窗口有困難之

地方自治團體，在留意保守與通報有關之秘密及個人情報保護之前提

下，得就該地方自治團體之其他基於相類似目的而設置之窗口（例如，

保持職員之職務倫理、確保適切之勞務環境為目的之窗口等），活用

作為通報窗口或諮商窗口。 

④因人員、預算等限制，設置單獨之通報窗口或諮商窗口有困難之地

方自治團體，在留意保守與通報有關之秘密及個人情報保護之前提下，

得活用與其他地方自治團體進行合作或協力之事務運作機制（例如，

設置協議會、共同設置機關等、事務之委託或代替執行等），而設置

通報窗口或諮商窗口。 

（３）擔當者之配置及育成 

各地方自治團體對該地方自治團體之相關各部門，應配置擁有通報對

應之必要素質及能力之擔當者（包含指定各該部門之職員為擔當者），

並應充分舉行以提升必要之知識及技能為目的之教育及研修等。 

（４）徹底保守秘密及個人情報之保護 

① 通報或諮商之對應者（除包含通報或諮商之對應所附隨之職務等，

亦包含得以知悉通報或諮商秘密之人，下同。）不得洩漏有關通報或

諮商之秘密。 

② 通報或諮商之對應者，不得將所得知之個人情報內容擅自使他人

知悉，或不得以不當之目的為利用。 

③ 各地方自治團體為了徹底保守與通報或諮商有關之秘密及個人情

報之保護，在通報對應之各階段（除３、所規定者外，包含諮商及通

報對應終了後之階段。下同。）應預先規定應遵守之事項，並應對通

報或諮商之對應者為充分之周知。於此情形，應充分以「依公益通報

者保護法整備運用內部通報制度，以民間事業者為對象之指導方針」
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（平成 28年 12月 9日 消費者廳。以下稱「以民間事業者為對象之

指導方針」。）III、１、所揭徹底保持通報相關秘密之各種策略為

基礎，配合各該地方自治團體之實際情形，考量以最適切之方法來進

行。 

（５）利益相反關係之排除 

① 各地方自治團體之職員不得參與與自身相關之通報事件之對應。 

② 各地方自治團體在通報對應之各個階段，應確認通報事件對應之

參與者，對該通報事件有無利益相反之關係。 

（６）通報對象之範圍 

得於通報窗口受理之通報如下： 

ア、有關該地方自治團體(包含在該地方自治團體所屬事業之職員、

代理人或其他從事之人)之法令違反行為（包含恐生法令違反行為之

虞之情形。） 

イ、除上開ア、以外，地方自治團體為適正推進業務所定之事實。 

（７）通報者之範圍 

① 通報窗口除受理該地方自治團體職員及該地方自治團體之契約對

象之勞動者之通報外，他人之通報於認為對確保該地方自治團體之法

令遵守上有所必要時亦應受理。 

② 通報窗口除上開①所示者外，亦得受理來自於該地方自治團體居

民等之通報。關於此種通報對應之程序，依本法及指導方針之趣旨，

由各地方自治團體分別定之。 

（８）匿名通報之處理 

各地方自治團體為了徹底保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，

並確保通報對應之實效性，即使係匿名通報，應盡可能與實名通報為

相同之處理。於此情形，各地方自治團體在通報者與通報窗口擔當者

間，應盡力整備得以適切傳達情報之機制。 

３、通報之對應 

（１）通報之受理  

① 各地方自治團體於有通報時，應依本法及指導方針之趣旨，誠實

且公正為通報之對應，無正當理由不得拒絕接受或受理通報。 
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② 各地方自治團體於受理通報時，應留意保守通報相關之秘密及個

人情報之保護，於掌握通報者之姓名、連絡方法（匿名通報之情形除

外）及通報之内容事實等時，應對通報者說明：對於通報者不為不利

益之對待、保守與通報有關之秘密及個人情報之保護、受理通報後之

程序流程等。但於通報者不願意接受說明之情形時，或因為匿名通報

而難以對通報者為說明時，或有其他不得已之理由時不在此限〔依以

下（１）③及④、（２）①及④、（４）①及②之規定通知時亦同〕。 

③ 於②之情形，當以書面、電子郵件等方式為通報，即通報者無法

確認通報是否到達時，應盡速對通報者為已受領通報之通知。 

④ 各地方自治團體於受理通報後，應依本法及本指導方針之趣旨充

分檢討該通報對應之必要性，關於受理時之該已受理之意旨，或不受

理時之該不受理之意旨及理由，均應通知通報者，不得遲延。 

（２）調査之實施 

① 各地方自治團體於受理通報後，應充分檢討調査之必要性，除有

對於適正業務之遂行及利害關係人之秘密、信用、名譽、隱私等之保

護有所妨害之情形外，關於已進行調査時之該調查意旨及著手調查之

時點，或未進行調査時之該未調查之意旨及理由，均應通知通報者，

不得遲延。 

② 於實施調査時，為保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，應

充分留意使通報者不被特定，並採行認為必要且相當之方法，不得遲

延。 

③ 為確保調査之方法、内容等適正性，且為求調査之適切進展，負

責通報對應機制之整備及運用之幹部等，應以確認調查是否正當等方

法，來適切管理通報事件。 

④ 除有對於適正業務之遂行及利害關係人之秘密、信用、名譽、隱

私等之保護有所妨害之情形外，於調查中有關調査之進展狀況，應對

通報者為適當之通知，且盡快彙整並通知調査結果，不得遲延。 

（３）基於調査結果而實施措施等 

各地方自治團體就調査之結果，已查明有法令違反等事實時，應盡速

採取改正措施、防止再次發生之策略等(以下稱「改正措施等」)，且

於必要時處分關係者。 
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（４）向通報者通知改正措施等  

① 各地方自治團體採取改正措施等時，於該內容對適正業務之遂行

及利害關係人之秘密、信用、名譽、隱私等之保護不生妨害之範圍內，

應對通報者為通知，不得遲延。 

② 各地方自治團體應訂定自通報受理時起至通報對應終了時止所須

之標準期間，或應盡力將必要且預估之期間通知通報者，不得遲延。 

（５）關係事項之公告 

各地方自治團體應適當公告認為必要之事項。 

（６）改正措施等之實效性評價 

各地方自治團體於通報對應終了後，應於適切之時期確認該改正措施

等是否對該地方自治團體仍具有充分之機能，於認為有必要時，應盡

力採行新的改正措施或為其他改善。 

（７）意見或不滿之對應 

各地方自治團體於受理通報者或諮商者(下稱「通報者等」)所提出之

有關通報對應之意見或不滿時，應努力為迅速且適切之對應。 

４、通報者等之保護  

（１）通報者等之保護   

① 各地方自治團體對於通報者等，不得以曾進行通報或諮商為理由，

而為懲戒處分或其他不利益之對待（包含故意使人不快、騷擾等事實

上之行為。下同）。 

② 各地方自治團體，對於以曾進行通報或諮商為理由，而對通報者

等為懲戒處分或其他不利益之對待之人，應對該人為懲戒處分或採取

其他適切之措施。對於無正當理由洩漏與通報或諮商有關秘密之職員，

及擅自將因此所知之個人情報內容告知他人，或基於不當目的而利用

該個人情報之職員，亦同。 

（２）通報者之追蹤  

各地方自治團體於通報對應終了後，對於通報者，應適時確認其未遭

以曾進行通報為理由而為不利益之對待等，應充分進行與通報者保護

有關之追蹤。追蹤結果認有遭到不利益對待之情形時，應採取救濟通

報者之適切措施。 

（３）向職員周知救濟制度  
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各地方自治團體對於以曾進行通報或諮商為由而為不利益之對待時，

應向職員周知得依受到不利益對待之內容等，請求人事委員會或公平

委員會審查該不利益處分〔地方公務員法（昭和 25年法律第 261號)

第 49條之 2）、要求與勤務條件相關之措施（同法第 46条）、或得

利用不滿諮商制度等意旨。 

５、其他 

（１）通報關連資料之管理  

各地方自治團體對於與各通報事件之對應有關記錄及關係資料，除應

規定適切之保存期間外，應留意保守與通報有關之秘密及個人情報之

保護，而以適切之方法為管理。 

（２）向職員等之周知 

① 各地方自治團體在幹部職員等之領導下，對職員實施定期之研修、

舉辦說明會或以其他適當之方法，就關於本法及本指導方針之内容、

各該地方自治團體之通報窗口、通報對應機制等，對於全體職員應為

充分之周知。 

② 各地方自治團體，在身為通報者上司之職員受理通報之情形時，

應向該職員周知其得在自身所能調查之範圍內為必要之調查，且應向

該職員之上司報告、向通報窗口為通報或為其他適切措施之意旨，不

得遲延。再者，此情形所指之上司，未必是在編制上有直接指揮監督

地位之人。 

③ 各地方自治團體為了提高職員等對於通報窗口及通報對應機制之

信賴性，於不妨害通報相關秘密之保守、個人情報之保護、適正業務

之遂行及利害關係人之秘密、信用、名譽、隱私等保護之範圍內，得

向職員等周知制度運用實際成果之概要。 

（３）協力義務 

① 各地方自治團體之職員除有正當理由外，應誠實協助與通報有關

之調查。 

② 各地方自治團體及職員有關本指導方針所定之通報，於受到來自

其他行政機關或其他公家機關要求提供調查等之協助時，除有正當理

由外，應進行必要之協力。 

（４）通報對應之評價及改善 
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① 為了提高通報對應機制運用狀況之透明性，且得進行客觀性之評

價，各地方自治團體於不妨害通報相關秘密之保守、個人情報之保護、

適正業務之遂行及利害關係人之秘密、信用、名譽、隱私等保護之範

圍內，各該地方自治團體應定期公告有關通報對應機制之運用狀況情

報(舉例而言，通報受理件數、通報事件之概要、通報事件調查結果

之概要、就調査結果所採措施、調査對應狀況之概要、通報對應所需

期間等）。 

② 各地方自治團體就關於通報對應機制之運用狀況，應依照職員等

及中立第三人之意見等，進行定期性之評價及檢查，並參考以民間事

業者為對象之指導方針所揭手法、其他行政機關及事業者較先進之處

理事例，持續努力改善通報對應機制。 

（５）消費者廳之任務等  

① 消費者廳為使地方自治團體之通報對應機制能適切整備及運用，

或為確保對個別通報事件能適切對應，對於各地方自治團體為必要之

建議、協力、情報提供或為其他必要之援助。 

② 消費者廳為掌握本法之施行狀況，應就各地方自治團體通報窗口

之設置及運用狀況、通報對應之狀況，職員研修之實施狀況等進行調

查，並公告調查之結果。 

③ 消費者廳關於通報對應機制之適切整備及運用，應周知各地方自

治團體之職員及實施研修等，各地方自治團體就該地方自治團體之職

員等進行相同模式之際，應為資料之提供、説明或為其他必要之協

力。 

（６）都道府縣之任務  

各都道府縣為確保該都道府縣區域內之市區町村之通報對應機制之

適切整備及運用，並確保對個別通報事件之適切對應，應盡力協助該

市區町村相互間之聯絡協調，及給予該市區町村必要之建議、協力、

情報提供或為其他援助。 
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附件五：地方自治團體對於依公益通報者保護法所為通報之

對應方式之指導方針(來自外部勞動者等之通報) 

1、本指導方針之意義及目的 

地方自治團體為圖與國家行政機關之合作，針對來自外部勞動者等之

通報，依公益通報者保護法（平成 16年法律第 122號。下稱「本法」）

整備之對應機制，而該對應機制之適切運用，有助於強化對於事業者

之行政監督機能，並以此為契機，促進事業者內部通報制度之自主整

備及改善等，此與確保事業者之法令遵守有關。 

又透過及早掌握並積極活用來自外部勞動者等之通報情報，有助於地

方自治團體適切執行本法、地區居民生活之安定及社會經濟之健全發

展。 

本指導方針基於上述意義，國家行政機關為適切處理來自外部勞動者

等依本法所為通報及有關法令違反等之通報，由各行政機關規定應致

力之基本事項，以達成通報者之保護及促進事業者之法令遵守等目

的。 

再者，本指導方針依地方自治法（昭和 22年法律第 67號）第 245條

之 4第 1項規定應定位為技術性之建議，不妨害各地方自治團體整備

及運用更為充實之通報對應機制，或按照各地方自治團體之規模等實

際情形採行適切之機制。 

又本指導方針所指「法令」，包含各地方自治團體制定之條例、規則

或其他規程。 

2、通報對應之方法 

（１）通報對應機制之整備及運用  

① 各地方自治團體對於來自外部勞動者等之通報事件，除留意保守

與通報相關之秘密及個人情報之保護外，為能迅速且適切進行對應，

幹部主管應整備部門間橫向之通報對應機制，並適切運用之。 

② 各地方自治團體對於通報對應機制，應作成內部規程(含條例等)

並公告之。 

③ 設有支廳、地方事務所、分所、辦事處等(下稱「分支機關等」)

之地方自治團體，在該通報對應機制下，對各分支機關等，為適切進

行通報之對應，亦應進行周知、體制整備或採取其他必要之措施。 
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（２）通報受理窗口之設置 

① 各地方自治團體應對於通報者及諮商者(下稱「通報者等」)設置

明確之窗口，即受理來自外部勞動者等通報之窗口（下稱「通報窗口」），

及與通報相關聯之諮商對應窗口(下稱「諮商窗口」)。 

② 因人員、預算等限制，設置專用之通報窗口或諮商窗口有困難之

地方自治團體，在留意保守與通報有關之秘密及個人情報保護之前提

下，得就該地方自治團體已設置之綜合窗口、公聽窗口、消費生活中

心或消費生活諮商窗口等，活用作為通報窗口或諮商窗口。 

③ 因人員、預算等限制，設置單獨之通報窗口或諮商窗口有困難之

地方自治團體，在留意保守與通報有關之秘密及個人情報保護之前提

下，得活用與其他地方自治團體進行合作或協力之事務運作機制（例

如，設置協議會、共同設置機關等、事務之委託或代替執行等）而設

置之通報窗口或諮商窗口。 

④ 受理通報之部門與基於通報進行調查或依法採取措施之部門等相

異時，應採取得與通報者順利進行連絡之措施。 

（３）擔當者之配置及育成 

各地方自治團體對該地方自治團體之相關各部門，應配置擁有通報對

應之必要素質及能力之擔當者（包含指定各該部門之職員為擔當者），

並應充分舉行以提升必要之知識及技能為目的之教育及研修等。 

（４）徹底保守秘密及個人情報之保護 

① 通報或諮商之對應者（除包含通報或諮商之對應所附隨之職務等，

亦包含得以知悉通報或諮商秘密之人，下同）不得洩漏有關通報或諮

商之秘密。 

② 通報或諮商之對應者，不得將所得知之個人情報內容擅自使他人

知悉，或不得以不當之目的為利用。 

③ 各地方自治團體為了徹底保守與通報或諮商有關之秘密及保護個

人情報，在通報對應之各階段（除３、所規定者外，包含諮商及通報

對應終了後之階段，下同）應預先規定應遵守之事項，並應對通報或

諮商之對應者為充分之周知。於此情形，下列事項應特別採取充分之

措施。 

ア、情報共有之範圍及共有之情報範圍應限定在必要之最小限度內。 
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イ、得以特定通報者等之相關情報（除包含通報者等之姓名、所屬等

個人情報外，亦包含以通報作為調査之開端、僅通報者等所知情報等。

下同），不得對成為調查等對象之事業者為開示（通報對應之適切進

行上必要最小限度之情報，除依ウ之規定取得同意而開示之情形，不

在此限）。 

ウ、得以特定通報者等之相關情報，在情報共有所允許之範圍外為開

示時，應取得通報者等以書面、電子郵件等所為之明示同意。 

エ、於依ウ之規定取得同意之際，應明確說明開示之目的及情報之範

圍，並應明確說明該情報開示所生之不利益。 

オ．為防止自通報者等本人處流出之情報得以使通報者等被特定，應

使通報者等充分了解情報管理之重要性。 

（５）利益相反關係之排除  

① 各地方自治團體之職員不得參與與自身相關之通報事件之對應。 

② 各地方自治團體在通報對應之各個階段，應確認對應通報事件之

參與者對該通報事件有無利益相反之關係。 

（６）通報對象之範圍 

通報窗口除受理依本法第２條第３項所規定之通報對象事實（下稱

「通報對象事實」）或即將發生之通報對象事實所為通報外，並應受

理依（８）之規定所為通報。 

（７）通報者之範圍 

通報窗口除受理通報對象事實或其他法令違反等事實有關事業者所

雇用之勞動者、該事業者之派遣勞動者及該事業者之交易對象之勞動

者所為通報外，倘他人之通報對確保該事業者之法令遵守上認有所必

要時亦應受理。 

（８）公益通報以外通報之處理 

① 各地方自治團體就依本法所為公益通報以外之通報，於下列情形，

亦視為依本法所為之公益通報，依本法第 10條第 1項規定進行必要

之調查，於認有通報對象事實或其他法令違反之事實時，應採取依法

令之措施或其他適當之措施。 

ア、如（７）所揭示之對確保該事業者之法令遵守上認有所必要之該

他人，將已發生或即將發生通報對象事實之意旨，向就該通報對象事
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實擁有處分或勸告等權限之地方自治團體，於滿足本法第 3條第 2款

所示要件（下稱「真實相當性要件」）所為之通報。 

イ、如（７）所示之通報者，將通報對象事實以外所生或即將發生法

令違反事實之意旨，向就該法令違反事實擁有處分或勸告等權限之地

方自治團體，於滿足真實相當性要件所為之通報。 

② 除①之外，各地方自治團體為達法令遵守之目的，得受理依本法

所為公益通報以外之通報。於此情形，關於成為通報對象之事實、通

報者之範圍、通報對應程序或其他必要之事項，依本法及本指導方針

之趣旨，由各地方自治團體分別定之。 

（９）匿名通報之處理 

各地方自治團體為了徹底保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，

並確保通報對應之實效性，即使係匿名通報，應盡可能與實名通報為

相同之處理。於此情形，各地方自治團體在通報者與通報窗口擔當者

間，應盡力整備得以適切傳達情報之機制。 

 

３、通報之對應 

（１）通報之受理及教示 

① 各地方自治團體於有通報時，應依本法及指導方針之趣旨，誠實

且公正為通報之對應，無正當理由不得拒絕接受或受理通報。 

② 各地方自治團體於受理通報時，應留意保守通報相關之秘密及個

人情報之保護，於掌握通報者之姓名及連絡方法（匿名通報之情形除

外）、通報内容事實等時，應對通報者說明：保守與通報有關之秘密

及個人情報之保護、受理通報後之程序流程等。但於通報者不願意接

受說明之情形時，或因為匿名通報而難以對通報者為說明時，或有其

他不得已之理由時不在此限〔依以下（１）③及⑤、（２）④、（5）

①及②之規定通知時、依（１）④之規定為教示時、依（３）之規定

為教示及提供資料時，亦同〕。 

③ 於②之情形，當以書面、電子郵件等方式為通報，即通報者無法

確認通報是否到達時，應盡速對通報者為已受領通報之通知。 

④ 關於通報内容事實，該地方自治團體非有權限之機關時，應對通

報者教示有權限之行政機關，不得遲延。  
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⑤ 各地方自治團體於受理通報後，應依本法、本指導方針之趣旨及

該地方自治團體法令上之權限及所掌事務，充分檢討該通報對應之必

要性，就依法所為公益通報或視同公益通報之通報等，於受理時之該

已受理之意旨，或不受理時(包含受理情報提供)之該不為受理之意旨

及理由，均應通知通報者，不得遲延。 

⑥ 依⑤之規定檢討通報對應之必要性時，真實相當性之要件不僅存

在於證實通報内容之内部資料、關係者之供述等，依通報者本人供述

内容之具體性、真實性等亦得認為充分時，應為有彈性且適切之對

應。 

又即使是無法直接判明通報究否滿足真實相當性要件之情形，於認為

對個人之生命、身體、財産或其他利益有重大影響，或有此可能性時，

應為同樣之對應。 

（２）調査之實施  

① 各地方自治團體於受理通報後，應為必要之調查。  

② 於實施調査時，為保守與通報有關之秘密及個人情報之保護，應

充分留意使通報者不被特定，並採行認為必要且相當之方法，不得遲

延。 

③ 為確保調査之方法、内容等適正性，且為求調査之適切進展，負

責通報對應機制之整備及運用之幹部等，以確認調查適當性之方法，

來適切管理通報事件。 

④ 除有對於本法之適切執行及利害關係人之營業秘密、信用、名譽、

隱私等保護有所妨害之情形外，於調查中有關調査之進展狀況，應對

通報者為適當之通知，且盡快彙整並通知調査結果，不得遲延。 

（３）受理後之教示  

在受理通報事件後，發現該受理之地方自治團體以外之行政機關具有

處分或勸告等權限時，應對通報者教示該有權限之行政機關，不得遲

延。於此情形，該進行教示之地方自治團體，於確保本法之適切執行

及利害關係人之營業秘密、信用、名譽、隱私等之保護不生妨害之範

圍內，應自行作成並提供通報者有關該通報事件之資料。 

（４）基於調査結果而實施措施  
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各地方自治團體就調査之結果，認有通報對象事實或其他法令違反等

事實時，應盡速採取依法令之措施或其他適當之措施(下稱「措施」)。 

（５）向通報者通知措施  

① 各地方自治團體採取措施時，於該內容對確保本法之適切執行及

利害關係人之營業秘密、信用、名譽、隱私等之保護不生妨害之範圍

內，應對通報者為通知，不得遲延。 

② 各地方自治團體應訂定自通報受理時起至通報對應終了時止所須

之標準期間，或應盡力將必要且預估之期間通知通報者，不得遲延。 

（６）意見或不滿之對應 

各地方自治團體於受理來自於通報者等關於通報對應所提出之意見

或不滿時，應盡速為適切之對應。 

４、通報者等之保護 

（１）通報者等之保護 

各地方自治團體對於無正當理由洩漏與通報或諮商有關秘密之職員，

及對於擅自使他人知悉或以不當目的利用所知之個人情報内容之職

員，應為懲戒處分或採取其他適切之措施。 

（２）通報者之追蹤  

各地方自治團體即使於通報對應終了後，應與通報者為諮商等適切對

應，且查明通報者有遭到以曾進行通報為理由，受到事業者解雇或其

他不利益之對待時，應向其介紹消費者廳之公益通報者保護制度諮商

專線等，並盡力進行有關通報者保護必要之追蹤。 

 

５、其他 

（１）通報關連資料之管理  

各地方自治團體對於與各通報事件之對應有關記錄及關係資料，除應

規定適切之保存期間外，應留意保守與通報有關之秘密及個人情報之

保護，而以適切之方法為管理。 

（２）向職員等之周知  

各地方自治團體在幹部職員等之領導下，對職員實施定期之研修、舉

辦說明會或以其他適當之方法，就關於本法及本指導方針之内容、各

該地方自治團體之通報對應機制等，應對全體職員為充分之周知。 
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（３）向事業者及勞動者等為周知等 

① 各地方自治團體對該地方自治團體區域內之事業者及勞動者等，

應為宣傳、舉辦說明會或以其他適切之方法，盡力周知本法及「依公

益通報者保護法整備運用內部通報制度，以民間事業者為對象之指導

方針」（平成 28年 12月 9日 消費者廳。下稱「以民間事業者為對

象之指導方針」）之內容，以及有關該地方自治團體之通報窗口、通

報對應機制等。 

② 各地方自治團體為使該地方自治團體之契約對象或補助金等交付

對象（下稱「對象事業者」）遵守法令及防止不正行為，於認為有必

要時（如「防止再次發生與過去所發生同種不正行為之事件有高度必

要性時」、「事業者具高度專門性，僅相關事業等自外部監督，難以

發現不正行為時」、「不正行為之發生有侵害個人之生命、身體、財

産或其他利益之虞時」等），對於對象事業者應盡力要求其實施「以

民間事業者為對象之指導方針」所定之模式。 

（４）協力義務等  

① 各地方自治團體及職員就關於本指導方針所定通報，於其他行政

機關或公務機關請求提供調查等之協力時，除有正當理由外，應提供

必要之協力。 

② 各地方自治團體就通報對象事實或其他法令違反事實，於擁有處

分或勸告等權限之行政機關為複數時，應進行聯合調查、採取措施等，

而協力為相互緊密之聯絡。 

③ 各地方自治團體就法令違反之事實，將處分或勸告等權限委任其

他行政機關之情形，於接獲該法令違反之事實相關通報時，應留意保

守與通報有關之秘密及個人情報之保護，且應通報該其他行政機關，

及共有通報對應狀況相關情報、為通報對應之建議等，而為確保本法

適切執行所必要之協力、支援等（委任廳對於受任廳擁有指揮監督權

限時，亦包含該權限之適切行使）。 

 

（５）通報對應之評價及改善  

① 為了提高通報對應機制運用狀況之透明性，且得進行客觀性之評

價，各地方自治團體於不妨害通報相關秘密之保守、個人情報之保護、
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確保本法之適切執行及利害關係人之營業秘密、信用、名譽、隱私等

保護之範圍內，各該地方自治團體應定期公告有關通報對應機制之運

用狀況情報(舉例而言，通報受理件數、通報事件之概要、通報事件

調查結果之概要、就調査結果所採措施、調査對應狀況之概要、通報

對應所需期間等）。 

② 各地方自治團體就關於通報對應機制之運用狀況，應依照職員及

中立第三人之意見等，進行定期性之評價及檢查，並參考其他行政機

關較先進之處理事例，持續努力改善通報對應機制。 

（６）消費者廳之任務  

① 消費者廳為使地方自治團體之通報對應機制能適切整備及運用，

並為確保對個別通報事件之適切對應，應對各地方自治團體為必要之

建議、協力、情報之提供或給予其他援助。 

② 消費者廳為掌握本法之施行狀況，應就地方自治團體通報窗口之

設置及運用狀況、通報對應狀況、職員研修之實施狀況等進行調查，

並公告調查之結果。 

③ 消費者廳關於通報對應機制之適切整備及運用，應周知各地方自

治團體之職員、實施研修等，並對各地區之事業者及勞動者為宣傳、

實施說明會等，又各地方自治團體就該地方自治團體之職員、區域內

之事業者及勞動者等進行相同模式之際，應為資料之提供、説明或為

其他必要之協力。 

（７）都道府縣之任務  

各都道府縣為確保該都道府縣區域內市區町村之通報對應機制之適

切整備及運用，並確保對個別通報事件之適切對應，應盡力協助該市

區町村相互間之聯絡協調，及對該市區町村給予必要之建議、協力、

情報提供或為其他援助。 

 


